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1.1 研究の背景 

自然災害の規模の拡大にともなう社会的・経済的損失が世界的に懸念されている．21 世

紀初頭（2003-2013 年）には自然災害による経済被害額が 1.535 兆 US ドルに到達し，20

億 23千万人が被災して，115万 9925人が亡くなった（FAO，2015）．その中でも，2004

年，2008年，2010年における自然災害の犠牲者数は約 24.49，24.22，33.00万人となった

（FAO，2015）．これらの年には，スマトラ沖地震による津波（2004年に発生，Shibayama 

et al., 2005など），ミャンマーにおけるサイクロン・ナルギスによる高潮（2008年に発生，

Tasnim et al., 2014など），ハイチ南部地震（2010年に発生，DesRoches，2011など）と

いうような甚大な被害をもたらした低頻度な自然災害が発生したため，犠牲者数が多くな

っていた．この他にも，2013年台風ハイヤンの高潮災害では，人的・物的被害の規模を拡

大させた複数の特異的な地形的・社会的災害素因が指摘されている（Mori et al., 2014; 

Esteban et al., 2015など）．また，大多数の人間は海岸近くの低海抜地帯に居住して，社会

的・経済的活動を日々営んでいる．実際に，1998年には約 32億人が海岸線からわずか 200 

km の沿岸地帯に居住しているとされている（Hinrichsen，1999）．このような背景から，

沿岸域で発生する災害は人間の社会的・経済的活動を著しく阻害することは明らかである．  

さらに，人為性気候変動が IPCC第 5次作業部会（IPCC, 2013）によりまとめられてい

る．産業革命以降の気温上昇にともなう海氷・陸氷の融解により海水面が上昇しており，今

世紀末には，北西太平洋と北大西洋において熱帯低気圧の強度が増加する可能性が高い

（More Likely than not）となされている（IPCC，2013）．海面上昇量に関しては，IPCC 

AR5の代表濃度経路シナリオ（Representative Concentration Pathways；RCPs）に基づ

いて，21世紀末にかけての地球全体の海水面上昇量が予想されている（Kopp et al., 2016

など）．このように今世紀末には，海水面の上昇が予想されており，それにともない沿岸地

域における極端な高水位の強度は高い信頼度（High Confidence）で増加するとなされてい

る（IPCC，2013）．他方で，熱帯低気圧や温帯低気圧にともなう現象や高潮を地域ごとに投

影した結果の信用性は低い（Low Confidence）となされている（IPCC，2013）．このよう

に，IPCC（2013）が提案している将来予測シナリオにともなう沿岸域自然災害の危険度の

増加が活発に議論されている．  

 このように，世界中で自然災害が頻発しており，温暖化にともなう自然災害の甚大化が予

測されていることから，“災害リスク軽減なくして持続可能な開発は不可能である”と，世

界防災白書 2015（国際連合，2015）にて言及なされている．さらに，新興国においては災

害リスクが軽減されないことによる将来の機会費用損失が懸念されており，自然災害の減

災を目的とした活動や投資は，持続的可能な社会という目標を達成するために必要となさ

れている（国際連合，2015）． 

以上のような，近年の災害の増加傾向，人類の居住地域，人為性気候変動を考慮すると，
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沿岸域の海象災害は人類の生存を脅かし，現在から将来にかけて広範囲に負の影響をもた

らす災害であることは明白である．そのため，沿岸域の防災水準を高めることは，人類の資

産や命を守ることになると考えている．そのように防災水準を高く保つためには，海岸域自

然災害の減災手法の提案・構築や災害素因の特定に資する研究を積極的に行い，有益な研究

に関しては実用化し，実務結果を評価する必要があると考えている．このような研究・実用

化・評価のサイクルを重ねることで，将来にかけて人類が沿岸域において自然災害の影響を

受けにくく，生産性の高い生活を営むことができると思っている． 

本稿では，沿岸域の災害としての高潮のソフト・ハード防災対策手法，災害素因，そして，

大気・物理環境場の気候変動後の変化に関する数値計算と現地調査をもとにした研究成果

をまとめている．  

1.2 研究の目的 

本論文では，以下に示す 3項目を目的とした研究を実施した． 

 

1）高潮災害の災害素因の解明・被害地域の脆弱性の評価 

「台風の気圧低下と風速の増加にともない，沿岸域において強い流れと高潮位が発生す

る海象」と高潮を定義することができる（図-1.1）．1990年以降には有義波高などの短周期

波と高潮（長周期波・流れ）の相互干渉作用に関わる研究が数多く行われてきたため，高潮

を精緻に算定できるようになった．他方で，高潮浸水被害が発生する理由は海象的災害素因

のみならず，他の災害素因が複雑に絡み合っていることがわかり始めている．実際に，台風

ハイヤン（2013）によってもたらされた巨大な高潮災害では，レイテ湾内の固有振動（Mori 

et al., 2014）や，現地住民の高潮に関する知識量の乏しさ（Esteban et al., 2015）などの

複数の気象的・地形的・社会学的災害素因が指摘されている．本稿でも議論しているが，地

形的・社会的災害素因がいくつか重なると，高潮浸水被害が発生するとなされている．その

ため，被害地域の高潮災害に対する脆弱性を把握し，その知見を徐々に増やすことで，高潮

防災計画に資することができると考えている．本稿では，2013年フィリピン，2014年根室

市市街地で発生した高潮浸水被害を事例研究の対象として，同地域における高潮災害に対

する脆弱性を現地調査と数値計算モデルにもとづいて明らかにする． 

 

2）気候変動下における台風・高潮強度の把握 

気候変動下における低気圧と高潮の変化が注目されており，低気圧と高潮の温暖化影響

評価が注目されている．これには，温暖化後における熱帯性低気圧の強度や頻度の変化の定

量的な評価が同意に達していないという背景があると考えている．ここで，海水面温度と熱

帯低気圧の強度に相関がみられることは，理論的な側面（Emanuel, 1987）と数値的な側面 
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図-1 高潮発生機構の概略（国土交通省，2007；大平，2012を参考にして作成） 

 

（Knutson et al., 2010）によって明らかにされてきたが，他の大気物理場（気温・湿度な

ど）が熱帯低気圧の強度に与える影響は，既往研究の間には矛盾がみられないものの，学術

的合意には至っていないと思われる．そのため，温暖化後の低気圧と高潮の変化を把握する

ために，海水面温度以外の大気・海洋物理場の直接的な影響を把握する必要がある．本稿で

は，それらを把握するために，擬似温暖化手法を用いて台風・高潮の強度を支配する大気・

海洋物理場を特定し，その影響を評価する．そして，気候変動後に台風・高潮の強度が増加

する理由を，学術的合意がとれている海水面温度上昇のみならず，温暖化後の大気温度の変

化を含めて議論する．最後に，既往研究結果と比較して，気温の鉛直構造の変化が台風・高

潮強度に与える影響に関する物理的な整合性を検証する． 

 

3）数値高潮モデルの開発と評価・新しい高潮対策手法の提案 

 1950年以降には，高潮算定可能な数値モデルが開発されてきた．近年では，高精度高潮

数値予測モデルが提案されるようになり，波浪モデルとも結合されるようになった．このよ

うな高潮予測・予報数値モデルが実用化されている地域もある．例えば，2010年以降のイ

ギリスでは，アンサンブル高潮予報が天気予報の一環として情報提供されている．このほか

にも，アメリカ合衆国の大西洋とメキシコ湾の沿岸部，カナダの大西洋沿岸部やイタリアの
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ベニスでもアンサンブル高潮予報が実用化または検討されている．本研究では，世界各地で

実用化可能な高潮予報モデルを提案することを目的として，オープンソース数値モデルシ

ステムを構築し，巨大な高潮に対するその予報精度を検証する．そして．この高潮に対する

ソフト防災対策手法の実務の視点から評価する． 

上記のようなソフト防災対策のみならずハード防災対策の見直しも行われつつある．例

えば，多数の国々が気候変動の沿岸域への影響を遠く見据えて，防潮堤の更新を検討または

実施している（例えば，神奈川県庁他，2004）．本稿では，高精度数値モデルの結果を用い

て将来の防潮堤の高さの決定に資する新しい方法を提案する．それは，今後更新される可能

性が高い気候変動のシナリオに対しても適応可能な方法でもあると考えている．最後に，高

潮高を支配する風向を評価する簡便な方法を提案することで，東京湾における高潮災害が

発生しやすい場所を特定した． 

1.3 本論文の構成 

本稿の構成を以下に述べる．第 2章では，2013年フィリピン高潮災害と 2014年根室に

おける高潮災害の被害の諸相を記した．そして，高潮の浸水被害が発生する沿岸域防災対策

をまとめた．さらに，現地調査の調査方法を記述した．第 3章では，熱帯低気圧と高潮に関

する概略的な既往研究を紹介した．この章では，高潮の数値予測モデルの紹介や近年着目さ

れている気候変動下における台風・高潮の既往研究を記した．第 4章では，本研究で用いた

気象・海洋数値計算モデルに関して参考文献を引用しつつ概要を記した．第 5章では，台風

のアンサンブル予報手法を用いて，巨大な台風と高潮の予報可能性を検証した．第 6 章で

は，擬似温暖化手法を用いて，台風と高潮の強度を支配する気候変動後の大気・海洋物理環

境場を特定した．さらに，既往研究を含めて，温暖化後に台風・高潮の強度が増加する理由

を議論した．第 7章では，前章の数値計算結果をもとにして，気候変動後の高潮計画高を簡

便に評価した．第 8章では，本稿の結論をまとめた．



 

6 

 

 

第 2 章 高潮災害の分析と各国の

沿岸域防災対策 
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2.1 世界の高潮災害の事例 

熱帯性低気圧にもたらされた高潮による浸水被害は，我が国ほか，ユーラシア大陸東岸，

北アメリカ東岸，ヨーロッパ西岸，オセアニア周辺域，ベンガル湾沿岸部で頻繁に報告され

ている．ここで，ルイジアナ州立大学の研究者が提供している SURGEDAT（Sourthen 

Climate Impacts Planning Program：SCIPP, 2017）の高潮高さを図 2-1に示した．また，

SURGEDAT（SCIPP, 2017）にヨーロッパの情報は含まれていなかった．ここでは，緯度・

経度とともに Storm Tideまたは Surgeとして観測値が提供されている事例を示した．  

 

図-2.1 世界の高潮の事例（SURGEDAT：SCIPP, 2017を用いて作成） 

 

さらに，1953-2013年の最大高潮偏差に対して，Gumbel分布を当てはめたシンプルな年

-高潮発生確率を示した（図-2.2）．1953-2013年の期間では，およそ 2年ごとに約 4.2 m，

5年毎に約 6mを超える高潮潮位（Storm Tide）が発生している．21世紀以降に，深刻な

高潮災害を引き起こした熱帯低気圧としては，2005年のハリケーン・カトリーナ，2006年

のサイクロン・シドル，2007年のサイクロン・ナルギス，2011年のハリケーン・サンディ，

2013年の台風ハイヤンの事例がある．これらの高潮の世界規模の再現確率はおよそ 2-6年

であった．ここで，台風ハイヤンによる高潮災害が発生した際には，災害の規模が大きかっ

たため気候変動の兆候の可能性が指摘されている（Schiermeier, 2013; Takayabu et al, 

2015）．しかし，高潮の高さの再現期間という視点からは，5-6年に 1度程度の規模の高潮

災害であった．ゆえに，台風ハイヤンによる高潮と同規模の高潮は，温暖化の有無にかかわ

らず，5-6 年の再現確率で発生する可能性があるため，継続的に警戒し続ける必要がある． 

(m) 
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図-2.2 SURGEDAT（SCIPP, 2017）のデータを用いた 1953-2013年の年間最高高潮潮位

（Storm Tide, m）の再現期間．Headwater Analytics（2015）のコードを改良して作成．

（1987年，2000年には Storm Surge（高潮偏差）の最大値を用いた．） 

 

熱帯低気圧が発生する地域において高潮が頻発することは宮崎（2003）が言及している．

ここで，宮崎（2003）は熱帯低気圧性の高潮発生地域として，北太平洋に面するアジア・オ

セアニア諸国，北アメリカ大陸東岸，ベンガル湾周辺部，オーストラリア北東部沿岸域，を

言及しており，図-2.1とある程度符合する．しかしながら，アフリカ大陸やオーストラリア

南東部などでも，サイクロンによる高潮浸水被害が低頻度で発生している． 

低頻度で高潮浸水被害が発生している地域において，高潮災害がほとんど発生しないと

指摘することは住民の油断を招き，その地域住民の高潮災害への危険認知度を低下させて，

その被害の甚大化を引き起こす可能性があると指摘できる．前章で少し述べたが，このよう

な災害認知度の低下にともなった高潮災害への社会的な脆弱性は Esteban et al.（2015, 

2016）が指摘している．具体的には，2013年のフィリピンの高潮災害においては，行政側

も含めて現地住民の高潮に関する事前知識がなかったということで高潮の被害が拡大した

となされている（Esteban et al., 2015）．さらに，前章で述べたように，IPCC第 5次作業

部会は気候変動にともない，熱帯低気圧とその高潮の傾向・頻度は地球全域の規模で変化す

る．このように気候変動にともない高潮災害の傾向は変化するため，気候変動を含めた視点

から高潮災害を把握して，高潮防災対策を実施する必要がある． 
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2.2 高潮被害の諸相と発生機構 

2.2.1 現地調査方法 

高潮災害の現地調査は以下に示す調査手順にて進めている． 

（a）高潮災害の発生場所の特定 

（b）高潮の水位痕跡の発見 

（c）平均海水面からの痕跡高の計測 

高潮災害現地調査だけではなく，津波災害現地調査においても同様の方法にて調査できる． 

 

a）高潮災害の発生場所の特定 

災害発生場所の特定方法としては，数値解析モデルを用いて海面水位を算定し，浸水被害

場所を特定する方法（柴山ら，2014）と災害現場写真の様子が現地住民により Social 

Network Service（SNS）で提供されている場合，写真に映っている建造物からGoogle Street 

Viewer等を用いて，その被災場所を特定する方法（中村ら，2015）がある． 

数値計算を用いて浸水地域を特定する方法は，包括的に浸水範囲を把握できるという利

点がある．さらに，数値計算精度を向上させることで浸水被害該当地域の高潮高を正確に把

握できる．その一方で，数値算定モデルを用いて高潮偏差を精度よく算定することが難しい

事例もあり（中村ら，2015など），浸水範囲の正確な数値計算結果を得ることができなけれ

ば，質の高い現地調査を行うことは難しいと考えられる． 

浸水地域を照合する手法は，浸水被害の該当地域を数値算定精度の誤差を考慮すること

なく，浸水範囲を特定できるという利点がある．しかし，浸水被害が発生した一部地域の情

報のみ SNS上で提供されている場合が多いため，浸水被害地域を包括的に把握することは

難しいと考えられる． 

このように，現地調査の高潮災害発生場所の特定方法は，その方法によって長所と短所が

あるため，複数の手法を組み合わせて質の高い現地調査を実施することが重要である． 

b）高潮の水位痕跡の特定 

主に，建造物などにおける高潮痕跡高の発見，現地住民への聞き込みによる特定により高

潮の痕跡高さを決定する．高潮痕跡高の発見方法は，水位痕跡高の発見（写真-2.1）と漂流

物が建造物に残されている場合に分けられる．痕跡の高さは高潮の水位を示しているため，

高潮高の測定に用いることができる．一方の漂流物の痕跡は，高潮の水位を示しているのか，

波浪を含めた水位を示しているのか，強い風速によって吹き飛ばされたものなのかを注意

して区別する必要がある．現地調査の聞き込みに関しては，その信用性は高いと思われるが，

その値を最高浸水高とすることは難しい．これは，計測した高潮高は，その現地住民が該当

場所に存在していた時間における高さとするべきであり，その場所ではおおよそ計測高以

上の浸水高があったと考えられる．
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写真-2.1 現地調査際の計測の様子（左）と痕跡高さ（右）（柴山ら，2014の調査時に撮影） 

 

c）平均海水面からの痕跡高の計測 

平均海水面からの痕跡高を GPS，レーザー距離計（Laser Technology 社製 Impulse），

計測スタッフを用いて計測した（図-2.3）．最初に，汀線における時刻を計算し，天文潮位を

推定した．次に，汀線と汀線近くにレーザー距離計とプリズムを設置して，地点間高度を計

測した．計測の際には，カメラを固定してプリズムを計測点に設置し，計測値を決定した．

この作業を痕跡高がある地点まで行った．ここまで作業することで汀線からの地盤高が算

出できる．この一連の作業を繰り返し，最後に痕跡高をスタッフで測定して，痕跡高と標高

高を合わせて，高潮高や浸水高を求めた． 

 

図-2.3 現地調査の計測手順 
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2.2.2. 2013年フィリピン高潮災害の様相とその発生機構 

熱帯的低気圧としては観測史上最大の強度を保持して，2013 年 10 月に台風ハイヤンは

フィリピン・レイテ島に上陸した（Schiermeier, 2013）．この台風にともなう 5 mを超える

高潮はレイテ島とサマール島の沿岸地域に浸水被害をもたらし，犠牲者 6000人以上をもた

らしたとされている（Mikami et al., 2016）．この高潮災害には，2013年フィリピン高潮合

同調査隊（柴山ら，2014；Takagi et al., 2015aなど），日本とフィリピン土木学会の高潮調

査団（Tajima et al., 2014，Mori et al., 2014など），東北大学の高潮調査団（Mas et al., 

2015など）が高潮浸水被災地域の現地調査を実施した．本項では，2013年フィリピン高潮

合同調査隊の現地調査結果をもとにして，高潮災害の諸相を整理する． 

 図-2.4に計測した高潮高（柴山ら，2014，Takagi et al., 2015a）を示す．レイテ湾内部

に位置するタクロバンでは，6 mを超える痕跡高を計測した．さらに，レイテ島沿岸部では

最大約 8 mの痕跡高を計測し，サマール島沿岸部では最大約 5 mの痕跡高を計測した．高

潮痕跡高は，Tajima et al.（2014）と概ね一致しており，合同調査隊の調査結果と他の調査

隊の現地調査結果は比較的合致していたことを確認した．既往研究（Mori et al., 2014；

Briker et al., 2014; Takagi et al., 2015a）の高潮浸水の数値算定結果によると，レイテ島

湾奥部では 5mを超える高潮が発生したとされている．また，レイテ湾内の固有振動にとも

なって高潮が発生したことが指摘されている（Mori et al. 2014）． 

 

図-2.4 計測した高潮高 (m)（高潮高は柴山ら（2014）：Nakamura et al., 2016） 
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写真-2.2 タクロバン ~ バッセイ間（左上），Talocban（右上，左下，右下）における沿岸

地域の構造物の被災状況．（柴山ら，2014の高潮災害調査時に撮影）． 

 

高潮被災地域を観察した結果，レイテ湾の湾奥の沿岸地域において，構造物が破壊されて

いた（写真-2.2）．一般的に，高潮災害では高流速下における波浪の応力作用にともなって，

構造物が破壊されるとなされている．ここで，レイテ島とサマール島の沿岸域では，工学技

術を用いていないであろう木造とコンクリ―ト製の建造物が散見されており，これらの建

造物は強い流速をともなう高潮に対して脆弱であったと考えられる．そのため，水災害に対

して脆弱な建造物から生じたコンクリート片や木片などの漂流物が強い流れにともなって

運ばれることで，高潮浸水による人的・物的被害が拡大したと推測できる．実際に，構造物

の瓦礫が周囲に散乱していた浸水被害地域（写真-2.2，左上）や，波浪と高流速の共存場に

よって，瓦礫などの漂流物が内陸部まで運ばれていた被害地域が確認されており（写真-2.2，

右上，左下，右下），漂流物によって人的・物的被害が拡大した可能性は極めて高いと考え

られる． 

近年では，このような水災害発生時の漂流物の挙動に関する研究が注目されている．東日

本大震災では漂流物が甚大な浸水被害の要因の一つとなっていたことから（Naito et al., 

2014），津波発生時の漂流物の挙動が注目されている（Nistor et al., 2016，Goseberg et al., 
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2016など）．しかしながら，高潮を模擬した高流速下における波浪と漂流物の共存場に関す

る研究はこれまであまり行われてこなかった．そのため，気候変動にともなって甚大化する

可能性がある高潮災害を想定し，波浪-ながれ-漂流物の相互関係を解明する水理実験・数値

計算を行う必要があり，波浪-ながれ-漂流物の共存場における構造物の破壊機構も解明する

必要もあると考えている． 

現地住民の目撃情報や，数値モデルの解析結果をもとに高潮の前面が段波形状となって

いたことが指摘されている（現地住民の目撃情報：Shibayama et al., 2009；柴山ら，2014．

数値解析結果：Briker・Roeber，2015；Roeber・Briker，2015）．そして，強い流れと波

浪の共存場において発生する可能性のある段波は，短周期波の段波（風波の段波）と長周期

波の段波（高潮の段波）に分類できる． 

Samar 島北部の Helnai では強い風速によって発生した風波が浅水地形上で変形し，風

波段波となって構造物を襲う様子が動画として投稿された（Gensis，2013）．Roeber・Briker

（2015）は，数値解析モデルを用いて，風波の段波を再現した．そして，短周期波の段波は

沖合で発生した波浪が，沿岸域の低水深地帯において津波のようなサーフビートに変形す

ることで発生したと指摘している（Roeber・Briker, 2015）．この現象に関しては，Shimozono 

et al.（2015）は沿岸域の岩礁を遡上する波浪が超重力波へ変化して，段波が形成された可

能性を指摘している． 

高潮段波としては，高潮段波に関する論文では住民の目撃状況をもとに，高潮前面が段波

状となっていたことを指摘している（柴山ら，2014）．さらに，サイクロン・ナルギスの高

潮災害の事例では，サイクロンの移動に伴う風向きの急激な変化にともない，段波状の高潮

が発生した可能性が Shibayama et al.（2009）により指摘されている．また，フィリピン

の事例でも風向きの急激な変化による急激な水位変動がもたらした津波のような構造の発

生の可能性が，柴山ら（2014）や Takagi et al.（2015b）によって指摘されている．いずれ

の指摘でも，現地住民の証言の裏付けとともに，柴山ら（2014）が高潮段波の仮説を提唱し

ている．Nakamura et al.（2016）においても，高潮段波の発生の可能性を指摘しているが，

高潮段波が発生したかどうかすら未だにわかっていないため，今後の研究課題であると考

えている． 

現地調査を実施した結果，著しく破壊された構造物が残されていた（写真-2.3, 2.4, 2.5）．

大きな流体力をともなった流れ‐波浪共存場が，これらの構造物に深刻な損壊をもたらし

たと推察することができる．そして，図-2.5，2.6 に示すように，オイルタンクは数 100m

の距離運ばれていることも，大きな流体力を持った流れが存在していた可能性を裏付ける

一つの要因であると考えられる．  

最後に，フィリピンにおける高潮被害はその社会学的観点からも浸水被害が拡大したと

いう指摘もなされている（Esteban et al., 2015；2016）．この研究では，災害に対する聞き

込み調査を実施しており，現地住民の高潮に関する知識などの高潮の現地住民の把握程度
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や避難方法などを調査した．この調査によると，住民の約 70%がテレビ番組から高潮に関

する情報を入手した（Esteban et al., 2015）．しかしながら，テレビ番組などを通して政府

系の防災施設が提供した情報をもとに，現地住民が高潮の発生機構や脅威などの正しい認

識をすることは難しいという聞き込み調査結果がある（Esteban et al., 2015）．この際には，

報道機関は津波が発生するとして現地に報道したほうが，高潮災害の概要をより分かりや

すく伝えることができる可能性が高いとなされている（Esteban et al., 2016）．そのため，

高潮浸水被害の経験がない地域においては，現地住民に対する情報提供方法を考え直す必

要がある． 

 

写真-2.3 Tanauanにおけるココナッツオイルタンクの損壊（Takagi et al., 2015b）． 

 

写真-2.4 タクロバンにおける建造物の損壊（中村ら，2014） 
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図-2.5 台風ハイヤンが上陸する以前のココナッツオイルタンク工場の様子．図は Google 

Earth （Image © 2013 DigitalGlobe）を用いて作成． 

 

 

図-2.6 台風ハイヤンが上陸した後のココナッツオイルタンク工場の様子．図は Google 

Earth （Image © 2013 DigitalGlobe）を用いて作成． 
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2.2.3 2014年根室における高潮災害の様相と発生機構 

2014年 12月 17日北海道根室市において，最大高潮偏差 2.8mを計測した高潮が急速発

達する低気圧にともなって発生した．高潮浸水被害の過去事例は少なく，2014年の高潮災

害はこの地域においては低頻度な海岸災害であった．しかし 2014-2015 年の期間には，強

い低気圧が北海道付近を通過する気象現象が数多く観察されている（猿渡ら，2016）．実際

に，2014 年-2015 年には北海道近辺において，急速発達する低気圧が断続的に発生してい

た（猿渡ら，2016）．ここで，北海道の北西海岸においては，これまでにも 1959年台風 14

号などの高波災害の事例は存在する（岸ら，1960）．しかし，北海道沿岸域の斜面勾配は比

較的大きいため，高潮が発生しにくい地形であると考えられる． 

 

図-2.7 気象庁速報天気図（12月 17日の午前 9時（左）と 12月 18日の午前 6時（右））

（サニースポット，2015にて提供されている気象庁天気図を加工して作成．中村ら，2015） 

 

2014年 12月 16日 12:00に日本海中部と四国の南部に位置していた低気圧は北東方向に

進路をとり，17日 09:00には北海道東部の海上において 948 hPaまでに発達した（気象庁，

2015a；サニースポット，2015）．最大瞬間風速は，根室市弥栄町において 39.9 m/sとなっ

た（気象庁，2015b）．根室市納沙布において最大風速は 30.7 m/sとなり，根室市の検潮所

では，17 日 09:00 には強い風速にともない潮位が TP+ 1.7 ~ 1.9 m となった（気象庁，

2015a）．この高潮潮位偏差は住居の床上・床下浸水を発生させた．12月 17日 09:00の気

象庁速報天気を示す（図-2.7）．（サニースポット，2015）．この時間においては，急速発達

した低気圧が北海道東部海上に停滞していた．また，17 日 09:00 から 18 日 06:00 の気象

庁速報天気図に基づくと，北海道の東部海上において発達した低気圧は長期間にわたって

停滞していた．停滞していた時間には，948 hPa と台風の強度と同程度の規模を有してい

た． 

2014年 12月 19日に根室の現地調査を実施した．現地遂行日時は高潮発生 2日後であっ

たため，高潮浸水の痕跡をはっきりと確認した．表-2.1に高潮痕跡高を示し，図-2.8には根

室市弥生町市街地の測定点を示した．市街地における最大浸水高は地点 D の 2.20 m であ

った．さらに，汀線付近から根室市街地の弥生町交差点の付近にかけて，地盤標高が低下し
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ていた（表-2.1）．海岸線付近に位置する防潮堤や防波堤などの護岸施設を超えて高潮が浸

水すると，内陸に水塊が残りやすい地形となっていることを計測した．このような弥生町交

差点付近の地形的特性も高潮浸水被害が発生した要因であると考えられる．ここで，根室港

では市街地と比較して浸水高が高いことがわかった（表-2.1）．根室港では北側に位置する

地点 Kでは高潮高 1.80 m を計測した（図-2.8）．そして，より港奥の地点 Jでは高潮高 2.82 

m を計測した（図-2.8）．この現地調査では，港湾のような狭い地域においても，湾奥は高

潮高が増加する可能性がある．その理由の一つとして，港奥には境界が存在し，急激に水位

が減少したことから，ウェーブセットアップの効果が顕著にみられたのではないかと推察

したが，更なる研究が必要と考えている．ここで，高潮高 2.80m を計測した根室港にある

地点 Jや根室市街地においても，建造物はほとんど破壊差されていなかった．そのため，根

室において発生した高潮は，長時間にわかった徐々に海面が上昇する傾向をもつ高潮であ

ったため，高潮前面での衝撃波圧が小さくなり，構造物に対する物理的な被害がほとんど発

生しなかった（写真-2.5, 2.6）と考えられる． 

 

 

図-2.8 根室市弥生町交差点付近（左）と根室港付近（右）の測定位置（Google Earth（Image 

© 2015 DigitalGlobe）に加筆．中村ら，2015） 

表-2.1 高潮痕跡高 (潮位補正に 17日午前 9時の天文潮位を用いた．中村ら，2015) 

 

測定地点 緯度 経度 地盤高(m) 高さ (m) 種別 根拠
A 43º19'57.90" 145º34'42.54" TP+ 0.83 1.66 浸水高 痕跡
B 43º19'57.90" 145º34'42.54" TP+ 0.83 1.59 浸水高 痕跡
C 43º19'57.90" 145º34'42.54" TP+ 0.83 1.56 浸水高 痕跡
D 43º19'58.26" 145º34'43.32" TP+ 1.24 2.20 浸水高 住民の証言
E 43º19'58.27" 145º34'41.45" TP+ 0.70 1.39 浸水高 痕跡
F 43º19'57.06" 145º34'43.58" TP+ 1.71 1.41 遡上高 雪が溶けていた
G 43º20'00.94" 145º34'45.41" TP+ 1.84 2.16 浸水高 住民の証言
H 43º19'58.30" 145º34'46.95" TP+ 1.52 1.74 浸水高 住民の証言
I 43º19'58.10" 145º34'47.40" TP+ 1.47 1.55 浸水高 住民の証言
J 43º20'21.72" 145º35'06.78" TP+ 2.07 2.82 浸水高 住民による写真
K 43º20'38.16" 145º35'06.78" TP+ 1.89 1.80 浸水高 住民による写真

標高1 43º20'01.69" 145º34'37.82" TP+ 1.56 - 地盤高 -
標高2 43º20'00.84" 145º34'38.10" TP+ 1.40 - 地盤高 -

標高３ 43º19'59.76" 145º34'39.42" TP+ 1.20 - 地盤高 -

標高４ 43º19'58.20" 145º34'41.40" TP+ 0.79 - 地盤高 -
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写真-2.5 根室市弥生町交差点付近の浸水した商店街の一角 

（写真右の家財は，住民らにより店内から道路に運ばれていた） 

 

写真-2.6  高潮被害を被った 2日後の根室港の様子 
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図-2.9 根室周辺の高潮偏差と風速（矢印の色が風速を示す）．図の日時は 12月 17日 6時

00分（a），17日 9時 00分（b）（中村ら，2015）． 

 

図-2.9に気象モデル ARW-WRFと海洋モデル FVCOMの数値解析結果を示した．まず，

東風が吹き風蓮湖北部の高潮偏差が上昇し，その後，低気圧の進行によって北風に変化して，

根室付近の高潮偏差が上昇したと数値算定した（中村ら，2015）． 

以上の数値計算と現地調査の結果をふまえると，浸水被害が発生した地域では，地盤高が

汀線付近から市街地に向かって低下していた．また，数値解析の結果から，風向の変化によ

って，高潮偏差が高い位置が変化した．そのため，根室市周辺域で高潮偏差が上昇していた

と推測している（図-2.9）． 

ここで，台風ハイヤンとは災害素因の内容は異なっていたが，2014年根室における高潮

浸水被害は，海岸線から市街地にかけて地盤高の低下という地形的災害素因，および，低気

圧の進行にともなう風向の変化という気象的災害素因があったと考えられる．このように，

根室市街地と根室港は，高潮の影響を受けやすい場所であり，沿岸域の対策が必要である．

なお，数値計算の初期条件などの詳細情報は中村ら（2015）を参照されたい． 

 

2.2.4 高潮災害の様相の補足 -歴史的背景を踏まえて- 
高潮浸水災害時に発生した漂流物が人的被害を及ぼすことは，およそ 1 世紀前から指摘

されている．例えば，1900年のガルベストンハリケーンによる高潮被害では，当時輸入し

ていた木材が港からの流失したことで浸水被害が拡大したとされている（Gariott, 1900）．

この高潮災害では，漂流物となった木材が高流速の流れに乗って，多くの人命を奪ったとな
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されている（Gariott, 1900）．過去の日本の高潮災害においても，港に停留していた木材は

人的・物的被害拡大の要因となっていたことが指摘されている（宮崎，2003）．例えば，1917

年の大正台風により発生した高潮では，港に停留していた船や貯木所に積まれていた木材

が流出して，避難中の人々と建造物に被害をもたらしたと指摘されている（宮崎，2003）．

このように，高潮発生時の漂流物が人や構造物に被害をもたらすことはこれまでにも指摘

されていた． 

 強い低気圧にともなって発生した風波と高潮が，海岸の地形を大きく変化させることに

関しては，これまで多くの高潮災害事例において指摘されてきた．台風ハイヤンの高潮災害

においても，底礫の移動に関する報告がなされている（Kennedy et al., 2016）．また，やわ

らかい砂地が海底面の場所で，巨大な高潮が発生すると著しく海岸の砂地が変化すると指

摘なされている（Hopley，1974）．サイクロン・アルシア（1971年）は中心気圧 971 hPa

の強度を保ちつつ，オーストラリア東岸に上陸し，タウンズビル港に最大高潮偏差 2.7 ~ 

2.9m の高潮を引き起こした（Gibbs・Hunt，1972）．このサイクロン上陸時に発生した波

浪にともなって顕著な海浜変形が発生したことが Gibbs・Hunt（1972）やHopley（1974）

によって報告されている．ここで，Queesland 周辺の海岸線では高潮による大規模な海浜

変形を観察したHopley（1974）は，この地域の海岸漂砂の粒形に注目して，粗い砂サイズ

の漂砂は浅水域に留まったが，シルトや泥などの細かいサイズの漂砂が沖合に運ばれたた

め大規模な海浜変形が発生したと指摘している．また，2.07mの高潮偏差を計測した Cape 

Cleveland 周辺域では背後の Melaleuca 亜種の林まで続いていた前砂丘が完全消滅したと

いう報告もなされている（Hopley，1974）． 

ソフト沿岸域防災対策が機能したものの，莫大な経済損失をひきおこした高潮災害事例

がある．2011 年のハリケーン・サンディがもたらした最大偏差約 3.3m の高潮災害では，

被害地域の中にニューヨーク・マンハッタン島など経済の中心地を含んでいたため，約 4兆

円もの経済被害がもたらされた（国土交通省，2013）．しかし，ハリケーン・高潮を数日前

に予報して，地下鉄の営業を停止させるなどのソフト防災対策を実施した結果，人的被害は

最小限に抑えられたとされている（三上ら，2013）．高潮来襲時には，地下鉄トンネル内に

も浸水被害が発生して，一部の駅は完全に水没していたとされているが（三上ら，2013），

高潮を想定した人的被害を最小限に抑えるソフト沿岸防災対策はよく機能していたために，

人的被害が比較的少なかったと推測できる．ここで，これらの地域では防潮堤の建設などと

いったハード沿岸域防災対策が行われていなかった（U.S. Dept. of Commerce，2013）．そ

のため，総被害額は 418.849億ドルに到達し，その中の公共インフラ被害額は約 84.084億

ドルとなった（U.S. Dept. of Commerce，2013）．このように，浸水被害場所がニューヨー

ク・マンハッタンを含む大都市近郊であったため，高潮災害事例の中でも経済被害が顕著に

大きかったと思われる． 
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2.2.5 高潮災害の様相のまとめ 
 2013年のフィリピンの高潮災害現地調査と 2014年根室の高潮浸水被害の現地調査では，

被害状況は異なっていたが，いくつかの地形的・社会的な災害素因と気象・海象的災害素因

が高潮被害を甚大化させる要因となっていたことがわかった．フィリピンの高潮災害事例

では，①台風が急速発達したこと，②技術者によって作られた建造物が少なかったこと，③

高流速下の波浪が影響を与えていたこと，④現地住民が高潮に対して無防備であったこと

が現地調査の結果からわかった．根室の高潮災害事例では，①低気圧が急速に発達したこと，

②根室の地形的位置が高潮の浸水被害が発生する可能性の高い場所であったこと，③海岸

線から根室の市街地まで地盤標高が低下していたことが指摘できる．以上のように，複数の

高潮災害素因が重なると，現地住民が居住している地区において低気圧にともなう高潮に

よる浸水被害が発生するものと思われる． 
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2.3 各国の沿岸域災害への対策の現状 –高潮対策を中心として- 

2.3.1 日本国 

 我が国は．高潮・津波などの沿岸域災害を数多く被ってきた．1950年には当時頻発して

いた高潮災害を防ぐために，統一した法整備（海岸法）を布いて防潮堤を築くなどの防災対

策が施された．また，2011 年の東北津波による沿岸域災害は，莫大な経済的負担のみなら

ず，多くの犠牲者を我が国にもたらした．このような背景から，津波に対するソフト防災対

策も積極的に計画されている．ここでは，全国海岸協会（1981）や岸田（2011），神奈川県

庁他（2004）を引用しながら整理して，沿岸域対策の変遷を記す． 

1953 年台風 13 号による東海地域の甚大な浸水被害を契機として制定された海岸法によ

り，工学的な手法を用いた計画潮位や波の打ち上げ高の検討が行われるようになった（全国

海岸協会，1981）．さらに，1999年には，動植物の生息域の保全を考慮するなど海岸環境を

盛り込み，利用者に配慮する形で沿岸・海岸の防護のみという視点から，防護・環境・利用

を考慮した海岸管理制度の実現に向ける形で海岸法は改正されたとなされている（岸田，

2011）．このように沿岸域に対する海岸保全の考え方や社会的要請の変遷にともない柔軟に

法整備が遂行されてきた． 

岸田（2011），全国海岸協会（1981）から引用・整理して，沿岸域の防災対策の変遷を表

-2.2に示した．海岸法制定以前にも，堤防の修復事業（1949年），港湾防災事業（1951年）

や災害復旧事業（1952年）が実施されていたが，統一的な法律は存在していなかったため，

海岸法の制定は当時台風が襲来して沿岸地域の安全が脅かされていたことを考慮すると，

画期的な法律であったとなされている（全国海岸協会，1981）．また，海岸保全の考え方も，

堤防・突堤などの線的防護形式から複数の施設を用いた面的防護形式に 1950年代から 1970

年代になるにつれて変化していることや（表-2.2），地域住民の海岸保全に対する考え方も，

ハード防災対策が推進されるにつれて，安全重視をした利用から環境配慮やリクリエーシ

ョンなどへの利用へと変化していったとされており，社会的要請の変化にともない海岸管

理方法は変化し，1999年には海岸法が改訂された（岸田，2011）． 

過去には，大規模災害を契機とした立法措置も存在していた．例えば，1959年に発生し

た伊勢湾台風の際には，高潮対策事業関係特別措置がなされて，伊勢湾中心に防潮堤の建設

などのハード防災対策が重点的に行われた（全国海岸協会，1981）．また 1年後のチリ津波

発生時にも，チリ地震対策特別措置法が制定されており，巨大災害に対応した立法措置がな

されている（全国海岸協会，1981）． 

ここで，東京湾沿岸地帯の海岸保全における現況について東京湾沿岸海岸保全計画（神奈

川県庁他，2004）を引用して記す．防護すべき地域としては，高潮・波浪の同時発生による

浸水地域，津波来襲時の浸水地域，③侵食の影響地域となっている（神奈川県庁他，2004）．

ここで，防護の目標とすべき外力水準は，①高潮として“朔望平均万潮位”＋想定される最
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大の偏差，②50 年再現確率相当の波浪，③地域防災計画で想定される津波，④海岸浸食と

している（神奈川県庁他，2004）．その他としては，気候変動にともなう海面上昇や気象・

海象の変化を考慮することなども挙げられている（神奈川県庁他，2004）． 

東京湾の防潮堤の計画高の高潮成分は，台風 7920号トラック，伊勢湾台風トラック，キ

ティ台風トラックなどの高潮偏差が湾奥にかけて高くなる台風軌道 9 コースを設定後，伊

勢湾台風程度の強度をもつ台風を外力として求められる高潮予測数値解析の結果に基づい

ている（神奈川県庁他，2004）．ここで，高潮計画高を図-2.10に示す．湾奥において，高潮

の計画高が高くなる傾向がみられている．一般的に，高潮などの発生時間が長時間に及んで

いる長波は，その偏差が湾奥において高くなる傾向があるため，防潮堤はその傾向に対応す

る形で設計されるのが普通である．実際に，横浜では高潮偏差の計画値は 1.8mと計画され

ており，東京港の 3.0 m や船橋沿岸域の 3.3 mと比較しても，天板高さは低くなっている．

東京湾においては，現在その高潮偏差の計画高さの見直しを検討しており，従来の最悪台風

経路の想定から，多重アンサンブル計算（d4PDF，Mizuta et al., 2016）を用いて，気候変

動を考慮した再現確率をもとにして，計画なされると考えられる．また，地震や高潮の来襲

を想定して，地域防災の支援や市町村間の広域的連帯などという基本的事項の他に，高潮ハ

ザードマップの作成も行われており，被害発生時の 2 次災害が深刻となる石油化学コンビ

ナートは，特別防災地区とされている（神奈川県庁他，2004）． 

 

表-2.2 海岸管理の歴史的変遷（全国海岸協会，1981；岸田，2011を引用して作成） 

 

年代 法律・制度 事業 海岸保全の考え方 台風災害等

堤防修築事業 [1949年] 災害復旧を主体とした海岸保全 台風襲来が頻発
港湾防災事業 [1951年]
災害復旧事業等 [1952年] 台風13号 [1952年]

狩野川台風 [1958年]
伊勢湾台風 [1959年]
チリ地震津波 [1960年]
第2室戸台風 [1960年]

台風26号[1966年]
離岸堤の登場 十勝沖地震 [1968年]

台風10号[1970年]
台風16号[1974年]

傾斜斜堤防の登場
台風20号[1979年]

台風19号 [1987年]

1990- 「防災」・「利用」・「環境」の調和
1993 環境基本法制定
1995 海岸長期ビジョン

1999 海岸法の改正 総合的な視点に立った
海岸管理制度

1945
- 1954

1955
- 1964

1965
‐1974

1975
‐ 1984

1985
‐ 1989

海岸法制定
[1956年]

築造基準策定
[1958年]

高潮・波浪等への堤防侵
食への突堤・消破工直轄

事業の着手 [1960年]

堤防・突堤・護岸・胸壁を主体とした
線的防護形式

複数の施設による保全を目指す
面的防護形式
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図-2.10 東京湾における高潮偏差の計画高さ（旧計画）．（神奈川県庁他（2004）の高潮計

画高さから引用して作成．地図は国土地理院（2016）） 

 

東日本大震災後には，津波に対する沿岸域防災対策が改定された．この防災対策では，発

生頻度が 100 年・1000 年の津波の規模に分類して，沿岸域の防災対策を策定している

（Shibayama et al., 2013など）．100年再現確率程度の津波の防災対策には，防波堤・防

潮堤を建設して，ハード防災対策を行うことで津波から人的・物的資産を保護する．また，

1000年再現確率程度の大津波（東日本大震災時の津波など）には，ソフト防災対策により

人的被害を最小限にする．このような防災政策を策定した背景には，1000年に 1度の津波

に対しては，防潮堤の建設費用を国家予算で賄うことが難しいことなどが考えられる． 

具体的な津波に対するソフト対策としては，5 m以上の高台に避難する，3階以上の鉄筋

コンクリート構造物等に避難する，というような現地住民の避難対策に着目した具体的な

防災対策が施されている（鎌倉市，2016）．避難所の例をあげると，神奈川県鎌倉市では 29

棟の避難建築物と 24地点の避難空地が設定されており，さらに，小学校をはじめとするミ

ニ避難所なども 25 地点に設定されており（鎌倉市，2016），ソフト対策の強化が推し進め

られている． 

 また，津波災害のあった東北の諸地域では，国土交通省が推進する防災集団移転促進事業

が発足し，被災地域において住居に適さない区域の住民の集団移転を推進している（国土交

通省，2016）．この事業では，地方公共団体が被災した宅地を買い取り，集団移転場所を策

定し，津波が浸水被害を起こさない地域への住民の移転を促す目的のもとに遂行されてい

る（国土交通省，2016）． 
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2.3.2 アメリカ合衆国 
 アメリカ合衆国の例としてはルイジアナ州とニューヨーク地区の高潮防災対策を政府機

関が公表している資料（State of Louisiana：S. L., 2012）を適宜引用・日本語に翻訳し整

理してから記した．ルイジアナ州では，2005年のハリケーン・カトリーナによる高潮災害

以降，沿岸域防災対策が強化されており，100年再現確率の高潮から住民を防護可能な防潮

堤の建設が行われている．そして，2012年ハリケー・サンディによって発生した高潮災害

以降，ニューヨーク地区では沿岸防災計画が見直されている．このように，甚大な高潮災害

が発生した地域では，その防災対策がより高度な計画へと更新されている． 

 

（a）ルイジアナ州 

 アメリカ合衆国南部のメキシコ湾沿岸部にルイジアナ州は位置しており，ハリケーン

による高潮浸水被害を度々被っているため，気候変動適応策が社会基盤設備等の建設や避

難計画の策定が検討されている． 

ルイジアナ州の沿岸地帯は，ミッシシッピ川の河川整備にともなう土砂供給量の減少に

より，1930年からの総土地損失面積が約 4,500 km2に到達しており，沿岸域において対策

を施さなければ，温暖化にともなう海水面上昇にともなって今後 50 年間でさらに 4,500 

km2の土地が損失すると推定されている（S. L.，2012）．ルイジアナ州における洪水の脅威

としては，ミシシッピ川の氾濫，メキシコ湾のハリケーン，河川・沿岸域の侵食，地盤沈下，

海水面上昇が指摘されている（S. L.，2012）．これらの沿岸域の海岸浸食を引き起こす現象

を含んだ 2つのシナリオ（moderate scenario, less optimistic scenario）を策定して，海水

面上昇と環境動態の将来変化を予測している（S. L.，2012）． 

2012年には海岸の基本計画を策定し，7つの項目に約 500億 USドル政府が出資して，

沿岸域の環境や防災水準の向上を図っている（S. L.，2012）．具体的な項目とその出資内訳

（%）は，堡礁島整備（3.4%），水文の復元（1.4%），湿地帯の整備（40%），非構造物防災

（20.4%），その他の保護など（6%），堆積物の多様化（7.6%）構造物防災（21.8%）となっ

ており，これらの項目を上期（2012-2032 年）と下期（2032 年-2061年）に分けて，南西

部，中部，南東部で予算が分割している（S. L.，2012）．上期では湿地整備や沿岸域の保護

に資金を多く補填しているが，下期では複合防災計画の立案に資金が相対的に多く配分さ

れている．この複合防災計画では，500 年先まで見越した防災計画を立案するとしている

（S. L.，2012）．2050年くらいになると，気候変動の環境影響評価の結果が徐々に明らか

になっていくことから，下期では気候変動科学の不確実も検討した上で，500年先を見据え

て防災計画を立案すると考えられる．さらに，防潮堤などの構造物無の防災対策には，地域

自治体ごとに適切な防災手法を開発・策定していくとしており，柔軟に対応している（S. L.，

2012）．また，湿地帯は洪水の強度を低減する効果があるとしており，防災対策も兼ねて重

点的に資金を補填している（S. L.，2012）． 
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（b）ニューヨーク 

 ニューヨーク地区は，大西洋に面している大都市域である．2012年にハリケーン・サン

ディが同地区に高潮被害をもたらしている．これまでにも，2011 年にはハリケーン・アイ

リーンが，1938年にはニューイングランドハリケーンが高潮被害をもたらしており，浸水

被害が発生することがあったが，近年になってハリケーンによる高潮の脅威が再認識され

ている傾向がみられる．  

 ニューヨーク地区では 2020年を見越した包括的なウォーターフロント計画（The City of 

New York：CNY, 2011）が策定されており，パブリックアクセスの向上や自然区域の保護

などを始めとする 8 つの目標が定められている．その中の最後の目標として気候変動や海

水面の上昇にともなう沿岸対策の高度化が計画されている（CNY, 2011）．このようにニュ

ーヨークの沿岸域では，防災の概念は相対的に高い地位を占めているわけではなく，防護施

設に対する関心も薄いと考えられる． 

 これまでの高潮への対策としては，ハリケーン襲来以前には避難地域は危険度にともな

い 3 分類されていたが，ハリケーン襲来後は 6 つの避難区画に分けられるようになった

（CNY, 2017）．この計画の中では，高潮防潮堤の建設も検討されているが，建設には，膨

大な費用がかかるため検討の段階になっている（CNY, 2011）．また，養浜を実施すること

で高潮来襲時の波浪による被害を低減させることが計画されており，養浜場所としてConey

島の周辺部，Rockaway 半島周辺が計画されている（CNY, 2011）．ニューヨークでは，防

潮堤などの景観を損ねる恐れのある沿岸災害対策は実施されずに，養浜などの沿岸域の環

境回復の一部として高潮防災対策が計画されていると考えられる． 

 

2.3.3 ヨーロッパ -イギリス・オランダ 
ヨーロッパでは度々，寒冷低気圧による高潮洪水被害が発生している．1953年に発生し

た高潮災害は，オランダ国民に居住地域が海抜 0 m 以下であったため，多大な人的・物的

被害をもたらした．2005年にはエストニアに 3 m程度の高潮をもたらした低気圧 Gudrun

や，2014年にはイギリスに高潮災害を引き起こした寒冷低気圧が存在する．このような背

景より，ヨーロッパにおける高潮災害への対策は，気候変動や海水面上昇にともなって徐々

に注目されており，その海岸防潮堤や避難計画の整備が推進されている．代表的な高潮被災

国としてイギリスとオランダを選択し，それらの国の高潮防災対策を政府機関が公表して

いる資料を適宜引用・日本語に翻訳したのちに整理してから記した． 

 

（a）イギリス 

 1953年の寒冷低気圧によって発生した高潮災害は，北海に面した広範囲の沿岸域に浸水

被害をもたらした．この高潮災害を契機として，防災計画が大幅に見直されている．実際に，

この高潮による高水位と波浪は，イングランドの東側に建設されたほとんどの海岸堤防を
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破壊したとされている（Risk Management Solutions, Inc.：RMS, 2003）．海岸堤防の破壊

機構としては，高水位と波が押し寄せる際に，沖側の防潮堤の前面の砂地を洗い流し，基盤

が脆弱となったため，堤防が倒壊したとされている（RMS，2003）． 

この高潮災害後には，政府は高潮災害に対する海岸地域の脆弱性を深刻な問題であると

認識し，大規模な防潮堤建設計画を策定したとされている（RMS，2003）．具体的な対策と

して，2030年までの再現確率が 1/1000の高潮にも耐えられるように，防潮堤が設計・建設

されるようになった（RMS，2003）．そのような高潮ハード防災対策だけではなく，高潮警

告システムや国立洪水警告機関（a national flood-warning organization）が設立されて，

海岸地域に居住する住民に，高潮災害に対する情報を提供するようになり，ソフト高潮防災

対策の向上も図られた（RMS，2003）．この高潮警告システムは，アンサンブル高潮予報シ

ステム（Flowerdew et al., 2010；2013）の研究へと現在にかけて関係していると思われる．

このように，イギリスでは沿岸域のソフト防災対策を積極的に推進している． 

洪水と侵食防災対策には，リスクベースの手法（Risk-based approach）が導入されてお

り，危険度が発生確率×その災害の結果から算定されるこの手法は，危険度評価（Risk 

Assessment），危険度管理（Risk Management），危険度比較（Risk Comparison）の 3要

素から構成されている（The Government of U.K.：Gov.uk, 2009）．危険度評価は，国と地

域水準の評価や，経済活動や社会的・環境的側面などのリスクを考慮して行われ，危険度管

理ではリスクの管理方法が着目されている（Gov.uk，2009）．具体的な項目としては，リス

クの確率の低下，それとも浸水被害規模の減少，それとも，その両方を実施するかなどの検

討を行っている（Gov.uk，2009）．また，工学的な対応，土地利用計画の見直し，早期警告

システムの改善などの項目も例として挙げられている（Gov.uk，2009）．時間尺度の評価で

は，一般的な費用便益比が用いられる一方で，気候変動への適応策も考慮した洪水と海岸浸

食の 100年間の評価がなされている（Gov.uk，2009）．  

 

（b）オランダ 

 1953年の高潮災害では，北海に面する地域が深刻な洪水被害を被ったため，高潮災害へ

の防災対策は国の重要な事業として推進されている．洪水リスク管理政策では，1/100,000

の再現確率の洪水にも耐えられる防潮堤の陸地側に，全ての国民が居住することが理想と

されている（Central Dutch Government：CDG, 2015）．この社会基盤整備が完了すると，

洪水による死亡率が年間 0.001%以下になると推定されている（CDG，2015）．さらに，多

数の犠牲者が発生する可能性のある地域，深刻な経済被害が発生する可能性のある地域，ま

たは，重要な社会的基盤施設が存在する地域においては，追加の国土保全整備を実施して，

さらなるリスクの低減を行うことを提案しており，これらの災害リスクの評価には，イギリ

スと同様にリスクベースの手法が導入されている（CDG，2015）． 

ここで，オランダ沿岸の防潮堤は特定地域のみの減災を目的とした環状型の配置から，国
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土全体の保全を目的とした長く連なる防潮堤の建設を目標としている（CDG，2015）．その

中では，国土を 6つのカテゴリ（洪水の再現確率が 1/300 ~ 1/100,000の範囲）に分類し，

海岸域から河川域にかけて防潮堤を連続的に配置し，長い防潮堤を配置した国土保全計画

を立案・実施することで，沿岸域災害に対する粘り強い減災を実施すると言及している

（CDG，2015）．また，防潮堤の建設が費用的に難しい地域では，地域住民の自己責任や資

産を考慮するなど，臨機応変な防災計画を実施するとしており，防潮堤の更新，可動式防潮

堤，養浜，河川幅の拡大や，それらの組み合わせを用いることで，地域に根差した防災を実

施すると計画している（CDG，2015）． 

 さらに，2005年のハリケーン・カトリーナ以降では，多重安全型の防災手法の概念（Multi-

layer safety approach）が洪水災害に対して導入されている（CDG，2009）．防災概念の 1

層目では，防潮堤や高潮防潮堤を建設することで洪水災害の減災を実現する．2 層目では，

構造物の移転を行い，避難時の損失をできる限り少なくすることができる都市計画を立案

する．3層目では，避難する・避難を補助するためのシステムを構築する．この概念は経済

コストを最適化できることが定量的に確かめられている（Tsimopoulou et al., 2013）．この

アプローチは，2011 年の東北津波に対しても適用されており，その効果が検証されている

（Tsimopoulou et al., 2013；Esteban et al., 2013）．このように，国土の大部分が低地であ

るオランダでは，1950年代の高潮災害の被災経験により，防災に対する概念や手法が更新・

開発され続けている． 

 

2.3.4 東南アジア -ミャンマー・バングラディシュ 
東南アジアにおいて，サイクロンの高潮浸水被害を度々被ってきたミャンマーとバング

ラディシュにおける高潮防災対策を政府等が提供している資料を適宜引用・日本語に翻訳

して整理してから記す．ミャンマーとバングラディシュはサイクロンが頻発するベンガル

湾に面しており，頻発するサイクロンにともなって，広大な浅海域において，甚大な高潮浸

水被害が発生してきた．2007年にはサイクロン・シドルが，2008年にはサイクロン・ナル

ギスがそれぞれバングラディシュとミャンマーに高潮浸水被害をもたらしてきた． 

 

（a）バングラディシュ 

 バングラディシュは海抜が低い国土を持つゆえに高潮災害に対して最も脆弱な国の一つ

である．1990年にサイクロン・Marianが最大 9mの高潮を引き起こして 6万 7千人の犠

牲者をもたらしている（Chowdhury, 1993）．さらに，1970年にはサイクロン・Bholaが高

潮被害を引き起こして，30万人を超える犠牲者をもたらした（Frank・Husain, 1971）．こ

のように，高潮にともなう洪水はバングラディシュにおいて最も警戒するべき沿岸災害で

あり，その防災対策がこれまで多数検討・実行されてきた．なかでも，サイクロンシェルタ

ー（写真-2.8）は，海抜 9m以下の広大な土地が沿岸域にかけて広がっており，住民が農 
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業に従事しているバングラディシュでは，最も効果的な防災対策方法となっている（柴山ら，

2008；Tasnim et al., 2014；Muhammad et al., 2014）． 

このようなサイクロンシェルターの建設は，新興国援助の一環として行われることが多

く，我が国は国際協力開発機構を通して，第 5 次多目的サイクロンシェルター建設計画で

は 20棟の避難施設を建設した（国際協力開発機構, 2009）．これまでにも，国際協力開発機

構は第 1-4次多目的サイクロンシェルター建設計画の際には，61棟の多目的シェルターを

建設したため，サイクロン・シドル襲来時には避難対象地域で計画された避難人口 37156

人に対して 38655 人を収容することに成功し，同地域の沿岸災害に対する防災力向上に大

きく貢献したと報告されている（国際協力開発機構, 2009）． 

他の国の資金援助にて建設されたサイクロンシェルターはほかにも多数存在し，150万人

の人々がサイクロン・シドル襲来時に避難したとされている（Paul, 2009）．しかしながら，

沿岸地帯では公平にサイクロンシェルターが建設されていないという指摘もあり

（Muhammad et al., 2014），サイクロンシェルターの立地などは今後改善していく必要が

あるとなされている．また，侵食被害により機能しなくなったサイクロンシェルターも存在

するなど（Muhammad et al., 2014），設備更新費などの懸念がなされている． 

 

（b）ミャンマー 

 ミャンマーの海岸線に近い地域では，コメの生産が盛んに行われている．さらに，塩分濃

度が季節によって変化する水系を持つ海岸線沿いにはマングローブの林が広がっている

（The Republic of the Union of Myanmar：RUM, 2015）．近年では，複合災害への防災対

策が計画されている． 2012年にミャンマーが発布した気候変動の適応策によると，適応に

重要な部門を 4分類して，実施していく計画を立案している（RUM, 2015）．その中で，最

も重要な部門として農業部門，早期警告システムの構築，森林保護策について言及しており，

次に重要な部門として，公共衛生部門と水資源管理部門を挙げている（RUM, 2015）．さら

に，沿岸域整備の実施，最後の項目にエネルギー産業部門と生物学的多様性の保護としてい

る（RUM, 2015）．このように，沿岸域防災対策としての早期警告システムの構築が着目さ

れている．早期警告システムの構築の重要な要素としては，リスクの事前知識，モニタリン

グと警告サービス，多重情報普及システム，行動の機会などを挙げている（Ministory of 

Social Welfare, Relief and Resettlement Relief and Resettlement Department, 2012）．こ

のように，ミャンマーではソフト防災対策を積極的に推進している． 

 

2.3.5 比較と考察 
 国や自治体が，その地域の特性に適した沿岸防災対策を推進していることが，自治体の資

料を参考にすることでわかった．我が国は，高潮災害に対してはハード型沿岸域防災対策を

積極的に推進している．津波災害に対してはハード・ソフト型を組み合わせた沿岸域防災対
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策を積極的に推進している．また，アメリカ合衆国はソフト対策をこれまで重点的に推進し

ていたが，ルイジアナ州やニューヨーク州では防潮堤建設が近年みられるようになり，ソフ

ト対策とハード対策を組み合わせた沿岸防災計画も推進され始めている．他方で，イギリス

やオランダでは，ソフト・ハードを組み合わせた沿岸域防災対策を 1950年代から検討・実

施していた．東南アジアでは，広大な国土と経済状況などの制約から，ソフト対策を重点的

に行っている． 

 ここで，我が国がハード防災沿岸域対策を重視している理由を考察する．最初に，東京都

心部の大部分をゼロメートル地帯が占めていることが挙げられる．海抜以下のゼロメート

ル地帯により構成された大都市圏を守るためには，河川汽水域に防潮堤を建設し，河川・海

からの洪水を防ぐことが必要不可欠である．洪水から地域を防護できる防災方法としての

防潮堤の建設が推進されたと考えられる．さらに，日本の沿岸防災の歴史は古く，江戸時代

～明治時代の頃に藩財や私財を投入して，石材を用いて堤防を建設したという背景を持つ

（全国海岸協会，1981）．明治時代には，これらの堤防の管轄権が県に引き継がれている（全

国海岸協会，1981）．このように，古来よりハード防災対策を沿岸域防災対策として取り入

れてきたという歴史的背景も，ハード防災対策をより重視している理由になっていると考

えられる． 

 アメリカ合衆国では，沿岸対策手法としてのソフト防災対策が重点的に行われている．こ

の理由として考えられるのは，東京とは異なりゼロメートル地帯が広がっている都市圏が

少なく，台風来襲時以外には防潮堤で囲むべき地域が少ないという地形が影響していると

考えらえる．また，先述したようにニューヨークでは観光客や就業者の目を楽しませるため

の景観や埠頭へのアクセスといった項目をウォーターフロント計画の中では重要項目とし

ている．そして，防潮堤の建設などは，景観力の向上などの目的と利益相反する場合が多い

ため，積極的に推進されていない．事実，高潮防災対策として，沿岸域の土砂量を多くして，

波浪のエネルギーを減衰させるという景観に配慮した計画を重点的に記していた．このよ

うに，ニューヨーク地区ではハード防災対策などは積極的には遂行されていない． 

 イギリスやオランダでは，ソフト・ハード沿岸域防災対策を組み合わせることで，コスト

や機能の側面から最適な防災方法の構築を図っている．土地の海抜が低いオランダでは，防

潮堤を整備しなければ日本の大都市圏と同様に浸水被害が発生しやすい．さらに，ソフト防

災対策も積極的に整備されている．1950年ごろのイギリス・オランダでは，1953年の高潮

災害の経験を教訓として，高潮防災対策としての沿岸域における緊急警告システムの配置

が提案されている．このように，ハード・ソフト防災対策の強みをそれぞれ生かした防災対

策を推進している． 

 ミャンマーでは，早期災害警告システムの設置などのソフト防災対策が重点的に提案さ

れている．一方で，バングラディシュではサイクロンシェルターの建設などのハード防災対

策の推進も急がれている．発展途上国では，経済成長が重視されているために，その限られ
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た予算内で，防災対策を効率的に実施する必要がある．そのような国家予算の都合の上に防

災対策が決定されていると考えられる． 

 

2.3.6 結び 
 国や自治体ごとに異なる防災対策が打ち出されていることを確認した．そして，それら

の国や自治体ごとの将来にかける政策方針や地形的条件が大きく沿岸域防災手法の構築に

関わるっていることを考察した．近年では，ハード防災対策とソフト防災対策を組み合わ

せて最適な防災手法を立案し，それを実行することが多くの自治体で推進されている．将

来においては，国や自治体の社会的・地理的条件を考慮した複合的ハード・ソフト沿岸防

災対策が，主流になるであろうと考えている．さらに，地域自治体で最適な防災手法を策

定するためにも，研究者・行政関係者・地域住民・企業などの利害関係者の間で議論が行

われつつ，合意形成を実施する必要があると考えている． 



 

32 
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3.1 熱帯低気圧の研究 

1950年代以降，台風，ハリケーン，サイクロンを含む熱帯低気圧に関する多くの研究が

行われてきた．初期の頃には，経験モデル・理論モデルを用いて熱帯低気圧の再現がなされ

た．近年では数値計算技術のハード・ソフト面の進歩にともない，大規模並列計算を用いた

熱帯低気圧の大気力学の数値計算が推し進められている．このように，熱帯低気圧に関する

研究は，理論的研究から数値解析の研究へと，より複雑系の研究に推移している． 

 

3.1.1 経験的・解析的モデルに関する研究 

熱帯低気圧の気圧・風速分布を算出するために，Myersのモデル（Myers・Malkin, 1961）

や藤田のモデル（Fujita, 1952）が経験的熱帯低気圧モデルとして提案されている．これら

のモデルは気象学黎明期に提案された簡便な経験式に基づいてはいるものの，気象数値計

算モデルと比較して数値計算の負荷が小さいため，高潮計算の大気・海洋境界面の外力境界

値として用いられている（例えば，Hoshino et al., 2016）．上記のモデルから発展した，楕

円形状の低気圧を再現できる経験的台風モデルも提案されている（野中ら，2000）． 

Holland（1980）が提案した解析熱帯低気圧モデルは現在でも頻繁に用いられる．このモ

デルは熱帯低気圧内の気圧勾配の設定に 2 つの媒介変数を用いているため，熱帯低気圧の

内部構造を都合よく再現できるという利点がある．実際に，ハリケーンの内部構造の再現自

由度が高く，高潮を算定するための外力境界モデルとして用いた研究が現在でも多数散見

される（Briker et al., 2014など）．  

経験・解析的な熱帯低気圧モデルは，最大風速，最大風速半径，海面更正中心気圧の値を

必要とする．ここで，気象庁などの気象機関は観測値に基づいて中心気圧の推計値を提供し

ており，それらの値をモデルに用いることで風速・気圧分布を算出できる．しかしながら，

最大風速や最大風速半径は，熱帯低気圧毎に異なる場合が多いため，中心気圧から最大風速

や最大風速半径をもとめる経験式が提案されている． 

Atkinson・Holiday（1977）や Brown et al.（2006）は，最大風速と海面更正気圧の関

係を観測値から推定し，経験式を提案している．これらの経験式では，中心気圧と最大風速

の関係式を観測値にもとづいて算出している．さらに，日本周辺域で発生する台風の中心気

圧と最大風速に関する経験式も提案されている（加藤，2005）．また，最大風速と同様に，

中心気圧から最大風速半径を算出することは一般的に難しいとなされている（Lin et al., 

2014）．そのため，確率的な関係式（Yasuda et al.，2010），衛星観測情報を用いた関係式

（Takagi et al.，2015a），観測値を用いた関係式（高木ら，2015）を用いて，最大風速半径

を算定する必要がある．このような式を用いることで，台風やハリケーンを経験的にモデル

化して，海岸・海洋モデルの大気・海洋境界面の外力条件を算出できる． 
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3.1.2 理論モデルを用いた研究 

経験的な台風構造の観察だけではなく，理論的側面から熱帯低気圧の構造が把握されて

きた．Emanuel（1986, 1987, 1988）や Holland（1997）は，熱帯低気圧の理論モデルを開

発し，その構造を明らかにしてきた．この両者によって，熱帯性低気圧の最大潜在的強度理

論（Maximum Potential Intensity）が提唱されている（Emanuel，1987；Holland，1997）．

MPI 理論を用いることで，ある大気海洋物理場における熱帯低気圧の成長限界を算定でき

る．さらに，最大潜在的強度理論によって求められる最大強度と熱帯低気圧の観測された中

心気圧の差異が大きいほど，熱帯低気圧はより発達しやすい大気・物理環境場にあるという

指摘もなされている（Kaplan et al., 2010）．また，気候変動影響評価研究に用いることが

できるハリケーン統合モデル（Emanuel, 2008）も提案されている．この統合モデルは，気

候変動影響評価研究の課題となっている膨大な計算負荷を小さくすることが可能である．

そして，このモデルを用いて気候変動後の高潮を予測する手法も提案されている（Lin et al., 

2012）．  

 

3.1.3 大気力学数値モデルを用いた研究 

大気数値力学モデルを用いた極端気候に関する研究はこれまで数多く行われてきた．こ

の数値大気力学の研究は 2系統に分類できる．それは，GCMを用いて熱帯低気圧を高解像

度に再現する研究と（例えば，Fudeyasu et al., 2008），GCMの出力結果を RCMの初期・

境界条件として用いることで，気象場を力学的空間詳細化する研究である（例えば，

Kurihara et al., 1993；Knutson et al., 2007; 2010）．これらの研究にはそれぞれの長所と

短所がある． 

一般的に熱帯低気圧を再現精度は，数値計算の格子解像度に依存するといわれている．例

えば，計算格子解像度が粗いと、中心部分の高風速状態が再現されず，台風を過小評価する

ことが多いといった具合である（Knutson et al., 2007など）．さらに，Chen et al.（2007b）

は熱帯手気圧の中心付近の気象場を詳細に再現するためには，少なくとも約 1kmの高解像

計算格子が必要であると言及している．この過小評価問題を解決するための手法として，ネ

スティング手法が提案されている．Kurihara et al.（1995, 1998）が開発した GFDL 

hurricane prediction systemでは，気象場の解像度をより高くできる双方向ネスティング

を用いて，ハリケーンを数値計算している．この GFDLモデルによって算定されたハリケ

ーンでは，中心気圧の過小評価問題を解決できるようになったが，メソ気象モデルへの初期

条件としては台風の強度が観測値よりも大きいという研究報告もある（Lin et al., 2011）． 

近年では，超高解像度全球大気循環モデル（NICAM; Tomita・Satoh, 2004）を用いて，

台風の全生涯を再現できるようになった（Fudeyasu et al., 2008）．NICAMは有限体積法

を用いた全球大気循環モデルであり，有限堆積法を用いることで，3.5 km，7.0km の計算

格子で構成する全球大気循環モデルの開発を実現した（Satoh et al., 2008a,b）．代表的な全
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球大気循環モデルの AGCM（Mizuta et al., 2006），MIROC 5（Watanabe et al., 2010）で

用いられている計算格子間隔が 20km 程度であることから，NICAM は GCM としては計

算格子が相対的に細かく，メソ気象モデルと比較しても遜色ない． 

熱帯低気圧の算定に GCMのみを用いた場合の利点と弱点について指摘する．まず，GCM

は地球大気全体の運動を数値計算に含めることができるため，重力波やマッデンジュリア

ン振動などの地球全体規模の大気の運動を数値計算に含めて，熱帯低気圧の運動や発生頻

度を予測できるという利点がある．このように，地球全域を含めて数値計算できるため，気

候変動後のマクロな熱帯低気圧の傾向を把握しながら数値算定できる．弱みとしては，全球

大気循環モデルは膨大な数値計算負荷を必要とするので，スーパーコンピューターなどの

設備が占有して使用できる環境が必要不可欠である．権威機関が協力した大規模なプロジ

ェクトの一貫として，このような研究が遂行されている．また，計算格子が粗いため，熱帯

低気圧の中心構造を詳細に再現することが難しい．そのため，熱帯低気圧のマクロな運動は

把握可能であるが，その内部構造や強度の変化を厳密に言及することは難しいと考えられ

る． 

次に，GCMの大気・海洋物理場を RCMに空間詳細化して熱帯低気圧を算定した既往研

究とその利点を記す．Knutson et al.（2007）は全球大気循環モデル（Global Climate Model，

GCM）の結果を，地域気候モデル（Regional Climate Model，RCM）を用いて力学的空間

詳細化を行って，ハリケーンの内部・外部の物理機構を詳細に再現している．この研究にお

いても，中心気圧と風速の関係などのハリケーンの内部構造の再現精度は，計算格子間隔に

強く依存しているとしている（Knutson et al，2007）．気候変動後のハリケーンの挙動変化

に用いた研究では，ハリケーンの強度が徐々に上昇していると指摘している（Knutson et 

al，2007；2010）．そして，海水面温度と熱帯低気圧の強度の間には，強い相関があると指

摘している（Knutson et al，2010）．ここで，GCMから RCMへ熱帯低気圧を力学的空間

詳細化する際には，熱帯低気圧の初期気象場を構築するいくつかの手法が提案されている

（Kurihara et al., 1993; 1995など）．この構築方法は，熱帯低気圧の過小評価問題を解決

できることが指摘されている（例えば，Kurihara et al., 1993）．一方で，RCMを用いて気

候変動後の熱帯低気圧を投影する研究も行われている（Knutson et al., 2010）．このように，

GCMから RCMに力学的空間詳細化し，将来の気候場を投影することで，気候変動下にお

ける熱帯低気圧をより細かい計算格子を用いて評価する研究が行われている．  
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3.2 高潮算定の研究 

数値計算モデルに基づいた高潮算定の研究が現在では主流となっているが，過去には伊

勢湾台風による高潮の再現を試みた実験的研究（例えば，Nakamura et al., 1964）や大阪

湾における模型実験の研究（室田・和田，1962）なども行われている．しかしながら，研究

に必要な資金の問題と数値解析モデルの発展により，高潮を再現するような水理実験は現

在ではほとんど行われていない． 

1950 年頃には，風速-高潮偏差の関係を表した経験式が用いられていた（例えば，中島，

1954；宮崎，1954；Kishi et al., 1960）．この経験式の係数は，高潮発生地点によって異な

るため，発生地点における風速値と高潮偏差の観測値が必要である．これらの経験的手法は，

宮崎（2003）などによってまとめられている．1960年以降には，静水圧近似，海底摩擦項

を考慮した線形・非線形長波方程式を用いて，高潮を数値解析する研究が行われている（宮

崎，2003）．この長波方程式を用いたモデリングでは，可動粘性係数を用いて底面境界層に

おける流体運動を考慮しているため，乱流を厳密に定義しているわけではなく，高潮を長波

としては数値算定可能であるが，海の流れとして数値算定することは難しいと考えられる． 

1990年近くからは，第三世代海洋モデル Princeton Ocean Model（POM；Blumberg・

Mellor, 1987）などの，静水圧近似・乱流項を組み込んだ Primitive方程式を用いた海洋モ

デルによって高潮が算定されている．Primitive方程式を用いたモデルは，非構造格子有限

体積法モデル Finite Volume Community Ocean Model （FVCOM；Chen et al，2003）や

有限差分法モデル Regional Ocean Model（ROMS；Shchepetkin・McWilliams, 2005）な

どがあり，高潮予測に用いられることもある．ここで，FVCOMは体積量・運動量保存をよ

り厳密に離散化できる有限体積法と，複雑地形にも適応可能な非構造格子を用いているた

め，高精度に流れを算定可能であるという利点がある（Chen et al., 2007a）． 

長波に分類できる津波と高潮を比較すると，高潮の発生時間の尺度が長い．そのため，高

潮は長波としての性質を持つが，同時に海の流れとしての性質も持つ．そして，高潮や天文

潮汐，海流などの海の流れは，底面境界層や大気境界面相から発達する乱流の影響を受ける．

これまでに境界面から発達する乱流を再現するために，様々な乱流モデルが提案されてき

た．ここで，POMや FVCOM，ROMSなどの地球・地域海洋モデルでは，一般的にMellow・

Yamadaの乱流モデル（Mellor・Yamada, 1974），または，その発展形のモデルが組み込ま

れている．これらの乱流モデルを用いることで，大・小規模の海の流れの乱流を数値計算に

組み込み，海の流れを実現象と近い形で再現できる．そのため，前段落で紹介したような乱

流モデルを含んだ海洋・海岸モデルが提案されるようになったころから，線形・非線形長波

方程式を用いた高潮モデルよりも，より高潮を包括的かつ緻密に数値算定できるようにな

ったと思われる．この他にも，非構造格子有限要素法モデル Advanced Three-Dimensional 

Circulation Model For Shelves, Coasts, and Estuaries（ADCIRC; Westerink et al., 1993），
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非構造格子有限体積法モデルである Stanford Unstructured-grid, NonhydrosTAtic, 

parallel coastal ocean model（SUNTANS; Fringer et al. 2006），Semi-implicit Eulerian–

Lagrangian finite-element model for cross-scale ocean circulation（SELFE; Zhang・

Baptista, 2008）などの乱流モデルを含む高精度モデルとして分類できる．これらのモデル

では，FVCOMと同様に複雑な海岸線に適用可能な非構造格子を数値計算格子としている． 

 熱帯低気圧や寒冷低気圧は高潮だけではなく，海面において高波を引き起こす．海の流れ

と波浪の共存場における相互干渉は Longuet-Higgins・Stewart（1962）によって最初に指

摘された．数値海岸・海洋循環モデルと波浪モデルの連成に関しては，Grant et al.（1984）

が，カリフォルニアの北海岸で観測を行った結果，風波が流れの水平・鉛直方向に影響する

ことを指摘している．さらに，Signel et al.（1990）は Grant・Madsen（1979）の 2次元

モデルに波浪の影響を反映させた結果，浅水域の流れが波浪に大きく影響することに言及

している．Davies・Lawrence（1995）は 3次元海流モデルに波浪モデルを結合して，波浪

の海流に対する感度を評価した．その結果，風による大気海面境界と底面境界付近の流れに

波浪が大きく影響するとしている． 

 さらに，第三世代海洋モデルと波浪モデル間の連成も行われている（Xie et al. 2003; 2010; 

Moon, 2005）．Xie et al.（2003）は，第 3世代波浪モデル wave model-WAM（Cycle 4）と

POMをカップリングしたモデルを用いて，高潮の解析を行っている．この研究では，POM

の高潮算定は過小評価しており，波浪を考慮することで改善できると指摘している．さらに，

Moon（2005）なども，東シナ海を対象としてWAVEWATCH-IIと POMの相互カップリン

グ計算を行った．さらに，浅海域を厳密に考慮するために POM，ROMSや FVCOMと第

3世代浅海域波浪モデル SWAN（Booji et al., 1999）を用いた相互カップリングも行われて

いる（Xie et al., 2003; Uchiyama et al., 2009; Qi et al., 2009; Kim et al., 2010）．Kim et 

al.（2010）は波による平均海面上昇（Wave set-up）に着目して，高潮を数値予測している．

Uchiyama et al.（2009）は ROMSに Vortex Formalism（McWilliams et al., 2004）を用

いて，波浪モデルを組み込み高潮の数値算定を行った．また，Qi et al.（2009）は SWAN

の物理式を有限体積法で解いた SWAVE モデルを開発し，FVCOM とのカップリングを行

って高潮を算定している．ここで，Qi et al.（2009）は，波浪場は流速場の影響を大きく受

けているが，高潮偏差に対する波浪場の影響は相対的に少ないと指摘している． 

 以上の流れ-波浪の共存場の相互作用を組み込む際には，ラディエーション応力に関する

理論的枠組み（Longuet-Higgins・Stewart，1962）と，近年提案された Vortex Formalism

（McWilliams et al., 2004）が波浪の効果を海岸流れに組み込む際の理論的枠組みとして用

いられている．このように波-流れの相互干渉に関する理論的枠組みは複数提案されている． 
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3.3 気候変動後の高潮 

気候変動後の高潮に影響を与える海象・気象の変動要因として，海水面の上昇と熱帯低気

圧などの高潮を引き起こす気象現象の変化がある．海水面の上昇は高潮にともなう洪水の

強度を上昇させるという指摘がなされている（Karim・Mimura, 2008; Dasgupta et al., 

2011; Hallegatte et al., 2011; Shepard et al., 2012; Wang et al., 2012; Hoshino et al., 

2016）．Karim・Mimura （2008）によると，バングラディシュにおいては海水面温度と海

水面の上昇と高潮洪水の間に相関がある．また，Tasnim et al.（2014）も海水面温度の上

昇はバングラディシュにおいて高潮強度を増加させる潜在的可能性があることを指摘して

いる．Dasgupta et al.（2011）は，発展途上国に注目して，気候変動後の海水面上昇と高潮

の関係について言及している．さらに，Hallengate et al.（2011）はコペンハーゲンにおい
て，海水面上昇と高潮の危機に相関があるとしている．また大都市圏に面する湾におけ

る海水面上昇に注目して，Shepard et al.（2012），Wang et al.（2012），Hoshino et al.

（2016）が，それぞれニューヨーク，上海，東京の高潮リスクと海水面上昇の関係を指摘し

ている．このように，海水面温度の上昇，海水面の上昇と高潮洪水の強度に関する相関が既

往研究の中で指摘されている． 

温暖化後の気象現象の変化にともなう高潮強度と頻度の変化に関する研究がなされてい

る（Lowe et al., 2001；Lowe・Gregory，2005；Gräwe et al., 2012；Lin et al., 2012；2014；

Yasuda et al., 2014）．Lowe et al.（2001）と Lowe・Gregory（2005）は，イギリス連合王

国の周辺海域における高潮発生リスクについて言及している．また，Gräwe et al （2012）

は，IPCC第 4次報告書の A1B・B1シナリオを用いて，バルティック海における海域の推

算を行い，将来の高潮の発生確率を予測している．近年では，Lin et al.（2012；2014）が

Emanuel（2008）が提案した統合型ハリケーンモデルを用いて，ハリケーンの力学的空間

詳細化を行い，メキシコ湾周辺海域の高潮の再現確率を算定している．さらに，Yasuda et 

al.（2014）は，メソ気象モデルを用いて力学的空間詳細化を行い，日本周辺海域における

高潮の再現確率を求めている．このように，将来の高潮の温暖化影響評価が数多く行われて

いる． 
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本研究で用いた数値解析モデルは，非静力学圧縮性気象モデル Advanced Research 

Weather Research and Forecast Version 3.5 (ARW-WRF; Skamarock et al., 2008)と，非

構造格子有限体積法海洋モデル Finite Volume Community Ocean Model（FVCOM, Chen 

et al., 2003; 2011a）のオープンソースモデルである．それらのモデルの技術資料

（Skamarock et al., 2008；Chen et al., 2011a）から引用し日本語に翻訳して，簡潔に記す． 

4.1 メソ気象モデル ARW-WRF 

ARW-WRF は，国立大気研究所（NCAR），アメリカ大気・海洋局（NOAA），アメリカ

空軍気象予測機関（AFWA），アメリカ海軍研究所（NRL），オクラホマ大学，連邦航空局

（FAA）が開発したオープンソースの地域気象モデル（RCM）である（WRF Homepage，

2017）．このモデルは汎用性の高さから，気象学のみならず工学分野でも用いられている．

世界中に約 3 万人を超えるユーザーが存在し，RCM の標準モデルとなっている（WRF 

Homepage，2017）．本研究では，2013年 8月から公開されているWRF version 3.5を用

いた． 

Skamarock et al. （2008）によると，ARW-WRFの力学コアモデルには Ooyama（1990）

の非圧縮系非静水力学支配方程式を用いており，時間離散化手法には Skamarock・Klemp

（1992）の 3 次元ルンゲクッタ時間差分スキームを適用し，計算負荷を抑えつつ，計算精

度の保っており，陸上地形に合わせた Z軸方向の座標（Laprise, 1992）を用いており，様々

な雲物理スキーム，地球境界条件方程式を用いることで，大気現象に対してそれぞれ適切な

数値計算スキームを選択できることなどの強みがある．ARW-WRF の支配方程式（1.1）-

（1.8）を Skamarock et al.（2008）から直接抜粋して以下に記述する． 

 

運動量保存の式 
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質量保存の方程式 

0)]()([  yyyxdt mVUmmu x  (1.4) 
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ジオポテンシャルの式 

0]([/1  gWmmVUmmu yyyyxdt x    (1.5) 

 

温位保存の方程式 

 FmVUmm yyyxt x )(](    (1.6) 

 

スカラー保存の方程式 

Qmmymymyxmt FqmVqUqmmQ x  )(][   (1.7) 

 

静水圧方程式 

dddu    (1.8) 

（ここまで抜粋）．  

 

 以下の手順（Skamarock et al., 2008）で支配方程式を離散化する． 

1. 3次のルンゲクッタ時間離散化スキーム（Skamarock・Klemp, 1992）を用いて，風速値

（U, V, W），温位（），ジオポテンシャル値の摂動（）などの変数を離散化する． 

2. 時間を離散化には，気象力学に優位な影響を与える音響モードを繰り込んで計算する．

具体的には，そのまま音響モードを数値計算に取り込むのは難しい．そのため，風速値（U, 

V, W），温位（）の摂動分を考慮して，それらの変数のルンゲクッタの離散化スキームを

適用する前と後の差分をとり，それら変数の摂動分の計算時に音響モードの摂動を考慮す

る． 

3. 空間離散化手法には，Arakawa Cグリッドに有限差分法を用いる． 

4. コリオリ力と座標の曲率効果は，地図投影法（メルカトル図法やランベルト図法など）

を考慮する． 

5. 移流項は，6次までの有限差分スキームを適用する． 

6. ルンゲクッタの差分スキームを用いる際には，Positive-Definite Limiter を用いて，数

値計算の安定化を行っている．数値計算の安定性は，3次のルンゲクッタ時間差分スキーム

は 3,4,5,6次の空間離散手法までを適用する． 

7. 渦の粘性の計算方法には，3D Smagorinsky Closureモデルと Prognostic TKE Closure

モデルを用いることができる．TKE Closure モデルでは，せん断力，浮力，散逸を考慮し

ている． 

8. 力学コアの支配方程式を離散化したのちに，雲微物理スキーム，惑星境界層スキーム，

対流スキーム，地上面モデル，海面モデルなどを外力として，数値計算に取り込んで，計算

している． 
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以下に数値気象モデルの基本的な物理スキームを記す．Mori et al.,（2014），Islam et al.

（2015）と同様に，雲微物理方程式（Micro Physics Scheme）にWRF Single-moment 6-

class Scheme（Hong・Lim, 2006）を用いた．このスキームを用いることで，強い台風の強

度を精度よく算定できると思われる．惑星境界スキームには，Yonsei University Scheme

（Hong et al., 2004b），Quasi-normal Scale Elimination Scheme（Sukoriansky et al., 

2005），Mellor-Yamada Nakanishi Niino Level 2.5 and 3 scheme （Nakanishi・Niino, 

2006; 2009）を用いた．MYNN2.5・3.0スキームでは，大気下位層の乱流を LESにより再

現して，その結果を用いることで RANSモデルの高精度化を図っている．そのため，LES

を用いた数値計算の結果に近い乱流を算定することができる．さらに，雲微物理スキームに

は，シンプルな Kain-Fritsch Scheme（Kain, 2004）を用いた．放射輝度の長・短波のスキ

ームには，RRTMG Shortwave and Longwave （Iacono et al., 2008）を用いており，陸地

表面のスキームには，Tewari et al.（2004）のモデルを用いた．また Surface Layer Physics 

スキームとしては，MM5 Similarity Scheme（Paulson, 1970; Dyer・Hicks, 1970, Webb, 

1970; Beljaars, 1995; Zhang・Anthes, 1982）のモデルを用いた． 

4.2 非構造格子有限体積法海洋モデル FVCOM 

非構造格子有限体積法海洋モデル FVCOM（Finite Volume Community Ocean Model，

Chen et al., 2003）は，オープンソース海岸・海洋循環モデルである．本研究では，FVCOM 

Version 3.1.6（Chen et al., 2011a）を用いた．支配方程式系には Primitive方程式を用い

ているため，潮汐や長波などの海の流れを高度に数値解析できる．また，ポアソン方程式を

解き，厳密に海洋循環流の圧力勾配を求めているモデルも存在するなど，目的に応じて数値

計算基盤を提供するモデルとなっている．さらに，開発者のグループを始めとして，これま

で潮汐，高潮，津波などの様々な海洋・海岸現象に適用されてきたモデルである（例えば，

潮汐：Chen et al., 2003，高潮：Yang et al., 2014，津波：Chen et al., 2014a）．以下に支

配方程式（2.1）～（2.7）を Chen et al.（2011a）より直接抜粋して記す． 

 

運動量保存の方程式 

FuuKqpp
fvuwuvuuu

zmzoxooHx

zyxt





)//)(
)()()(

(
 (2.1) 

  

FvvKqpp
fuvwvvvuv

zmzoyooHy

zyxt





)//)(
)()()(

(
 (2.2) 
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FwwKqwwwvwuw zmzoyzyxt  )/)()()( (  (2.3) 

 

連続式 

0 wvuw zyxt  (2.4) 

 

温度の方程式 

Thzzyxt FTKTTTT  )(  (2.5) 

 

塩分濃度の方程式 

Shzzyxt FSKSSSS  )(  (2.6) 

 

密度の式 

),,( pST   (2.7) 

（ここまで抜粋）． 

 

これらの支配方程式による海洋モデル FVCOMは以下の特徴がある（Chen et al., 2011a）． 

1. 海底地形に沿うような支配方程式に変形される．鉛直双方向はσ座標系によって，σ座

標系が-1~0の間の数値へと分割される． 

2. 乱流モデルとして，k-eモデル，Mellor・Yamadaの 2.5次乱流モデルなどが組み込まれ

ている． 

3. 非構造格子有限体積法で空間離散化する．コントロールボリュームを非構造格子とする．

ここでは，その重心の流速（u,v）と，頂点のその他の変数を用いて数値計算を行う．そし

て，平面方向の離散化後に，鉛直方向の変数の離散化する 

4. 時間離散化方法としては，陽解法と半陰解法を用いることができる． 

5. 浸水計算には，Wet/Dry法を用いている． 

詳細な説明は，Chen et al.（2011a）を参照されたい． 

 

気象モデルの風速・海面更正気圧の結果を海洋モデルに挿入する際には，陸域と海域に

分けて，線形的に内挿した．また，風速値は海面抵抗係数を用いて，風速応力に変換し

て，外力条件とした．海面抵抗係数には，本多・光易（1980）に風速 30 m/s以上は一定

の式（3.1）～（3.3）を用いた（中村ら，2014と同様）． 

 

𝐶𝐷 = (1 − 0.01890×𝑊𝑠)×0.00128)    𝑖𝑓  𝑊𝑠  ≤ 8 ms-1 (3.1) 
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𝐶𝐷 = (1 + 0.1078×𝑊𝑠)×0.000581)    𝑖𝑓 8 𝑚/𝑠 ≤  𝑊𝑠  ≤ 30 ms-1 (3.2) 

𝐶𝐷 = 0.00246   𝑖𝑓  𝑊𝑠  ≥ 30 ms -1 (3.3) 

 

ここに，CDは海面抵抗係数，Wsは風速値． 
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5.1 台風・高潮予報アンサンブルモデルの構築と初期条件 

本章では，ARW-WRF （Skamarock et al., 2008），FVCOM（Chen et al., 2003）で構

成される比較的シンプルな高潮モデルを用いたアンサンブル高潮予報の結果を評価する．

初期条件の構築には，台風がフィリピンに上陸する約 3.5 日前に提供されている気象情報

（Global Forecate System，2014）を用いた．ここで，計算時間は 2013年 11月 4日 12：

00から 2013年 11月 8日 12:00とした．このように，数日前予報を遂行しており，この点

が既往研究でよく行われているリアルタイム予測・擬似予報とは異なっている．アンサンブ

ル予報を行う際には，気象モデルで異なる物理スキームを選択し，その結果を外力として海

洋モデル FVCOM で高潮を数値計算した．Cumulus Parameterization Options には Kain-
Fritsch Scheme（Kain, 2004）を用いた．Long・short wave theoryには，RRTMG Short wave 
and Long wave Scheme（Iacono et al., 2008）を用いた．Land Surface Physicsには，Unified 
Noah Land Surface Model（Tewari et al., 2004）を用いた．異なる物理スキームとしては，
主に台風の挙動に影響を与える雲微物理スキーム 3 種類（Eta Scheme, NOAA, 2001; 

WSM5, Hong et al., 2004a; WSM6, Hong and Lim, 2006）と惑星境界層スキーム 3種類

（YSU, Hong et al., 2004b; QNSE scheme, Sukoriasky et al., 2005; MYNN2.5 scheme, 

Nakanishi・Niino, 2006）を組みあわせの 9 個のマルチスキームアンサンブル結果を算出

した．そして，それぞれの組み合わせにより，1~9アンサンブルメンバーとして結果を整理

した．なお，陸域物理スキームなどの他のスキームに関しては，第 4章で前述したスキーム

を用いた．気象モデルの鉛直総数は 36層とした． 

表-3 各スキームとアンサンブルメンバー 

 

 

図-5.1 WRFの計算領域（Domain 1 ~ 4）の緯度・経度（The NCAR Command Language, 

2016を用いて作成） 

スキーム YSU (Hong et al., 2004b) QNSE (Sukoriasky et al., 2005) MYNN (Nakanishi・Niino, 2006)
WSM5 (Hong et al., 2004a) 1 2 3

Eta (NOAA, 2001) 4 5 6
WSM6 (Hong and Lim, 2006) 7 8 9

latitude Longitude

domain 1 1.12⁰-19.22⁰ 111.2⁰-158.8⁰

domain 2 6.86⁰-13.04⁰ 123.0⁰-135.4⁰

domain 3 9.05⁰-11.83⁰ 124.3⁰-130.6⁰

domain 4 9.77⁰-11.63⁰ 124.7⁰-126.6⁰
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図-5.1にWRFの計算領域を示した．2013年 11月 4日 12：00における台風ハイヤンの

位置を含むように領域を設定した．Domain1~4における計算格子の幅は，16470 m, 5490 

m，1830 m，610 mとした．図-5.2に FVCOMの計算領域を示す．海底地形には GEBCO_08

（Becker et al., 2009）を用いた．計算ノード数，計算セル数はそれぞれ 53304，104784と

し，鉛直層は 11層とした． 

 

図-5.2 FVCOMの計算領域 

5.2 各スキームに関する既往の評価 

これまでに，熱帯低気圧の計算精度に関わるスキーム間の評価がされている（金ら，2012，

Mori et al., 2014；Islam et al., 2015）．Mori et al.（2014）では，雲微物理スキームにWSM6，

惑星境界層スキームに YSUスキームを用いて，台風ハイヤンの最低中心気圧を 895 hPaと

比較的精度よく算出した．この中心気圧は気象庁推定値と概ね合致していた．Islam et al.

（2015）は，雲微物理に WSM6スキームを，惑星境界層スキームに QNSE スキームを用

いた場合に，台風の経路の気象庁推定との差異が小さくなったとしている．一方で，Islam 

et al.（2015）では，台風の中心気圧が気象庁推定と最大で 100hPaほどの差異があり，台

風ハイヤンの予測は難しいと指摘している． 
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5.3 高潮のアンサンブル予報に関する既往研究 

 Flowerdew et al.（2010）がアンサンブル高潮予報の構築方法を提案してから，高潮予報

の実用化を目標とした研究が行われている．（Flowerdew et al., 2010; 2013, Liberto et al., 

2011, Mel et al., 2014, Berniera et al., 2015）． Flowerdew et al.（2010, 2013）は，高潮

予報の平均値を算出することで，観測値との差異が小さくなることを指摘した．Liberto et 

al.（2011），Mel et al.（2014），Berniera et al.（2015）はそれぞれ，北アメリカ東海岸，

イタリア・ベニス，カナダを対象として，高潮偏差を予報するモデルを提案し，その予報精

度を評価している．このように，アンサンブル予報は高潮予報の不確実性を排除しつつ予報

結果を算出することができるが，2013年フィリピンの高潮のように，巨大な高潮を対象事

例とした研究はこれまで行われてこなかった．本稿では巨大な高潮を対象として，その高潮

予報の可能性を実用性の観点から評価した． 

5.4 台風の予報結果 

台風の海面更正中心気圧のアンサンブル結果を図-5.1 に示す．雲微物理スキームと惑星

境界層スキームの選択にともない台風の中心気圧が異なっていた．アンサンブルメンバー1

から 9までの最低海面更正中心気圧は，順に 918，906，917，921，911，934，907，893，

910 hPaとなった．雲微物理スキームを比較すると，Eta，WSM5，WSM6スキームの順に

台風強度が増加していた．惑星境界層スキームを比較すると，QNSE スキームが台風の強

度を最も大きく算定していたが，MYNN スキームと YSU スキームを比較した場合，どち

らが台風の強度を増加させるかは簡単には決定できず，雲微物理スキームの種類に依存し

ていた．これは，雲微物理にWSM5スキームを用いた場合では，惑星境界スキームにMYNN

スキームを用いた場合のほうが YSUスキームを用いた場合と比較して，台風の中心気圧が

低かったためである．しかしながら，雲微物理に EtaスキームとWSM6スキームを用いた

場合では，MYNN よりも YSU スキームを用いたほうが，台風の最低中心気圧がより低下

した．以上の結果より，雲微物理スキームと惑星境界スキームは非線形の相互作用を及ぼし

ていると推測している． 

アンサンブルメンバーは海面更正中心気圧の過大評価（台風強度の過小評価）していたが，

WSM6 と QNSE スキームの組み合わせによって予報された台風の中心気圧が気象庁推定

値に最も近くなった．しかしながら，いずれのケースにおいても，予報時間が 18時から 48

時における台風の急速発達過程は再現できてはいない．熱帯低気圧の急速発達に寄与する

因子は海水面温度や海水混合層の温度以外に見つかっておらず，その全容は解明されてい

ない．そのため，数値計算においてもその過程を詳細に再現することは難しい．ここで， 
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図-5.3 台風の海面更正気圧の時間推移のアンサンブル予報結果 

 

いずれの数値計算でも台風の海面更正中心気圧が予報時間 48 時間付近で強くなっている．

この時間には，台風の中心位置が計算領域 1 から計算領域 2 へ移動した．そのため，この

時間帯では，より細かい計算格子において台風の中心を再現している．さらに，この時間か

らは中心気圧の値を計算領域 2 から算出したこともあり，中心気圧の低下がみられる結果

となった．このように，台風の中心気圧をより現実に近い形で予報するためには，細かい計

算格子が不可欠であると推測している．  

図-5.2に各メンバーの台風の発達率を示す．そして，6時間毎に平均発達率（hPa）を算

出した．気象庁推定値では，台風の発達のピークが 11月 5日 15:00になっているのに対し

て，計算値は 1日遅れの 11月 5日 15:00付近で最も発達していた．このように，最も発達

した時間が異なることで，台風の急速発達の時間が遅れていた．気象庁推定値を参考にする

と，このケースでは台風の発達が加速するのは，夜間の時間帯であり，昼間の時間帯ではあ

まり発達していないことも確認した．しかしながら，予報結果では，最も発達した時間帯は

夜 11月 6日の 9：00から 18：00であるため，夜間の時間帯に発達していた．しかしなが

ら，そのほかの時間帯ではその傾向を捉えているは言えない．例えば，11月 5日 03:00で

は，昼間の時間であるにも関わらず，台風が発達していた．このように，数値計算をもとに

して台風の中心気圧の推移を観測値と差異なく再現することは極めて難しい．今後は，台風

の中心気圧の時間変化も厳密に評価しつつ，観測値と比較することで計算精度の向上を図

ることができると考えられる． 
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図-5.4 台風の発達率の時間変化のアンサンブル予報結果 

 

台風軌道のアンサンブル予報結果を図-5.3に示した．気象庁推定と比較して，アンサンブ

ル計算値はベストトラックに近い経路となった．予報時間 48 時間時点では，その差異は

200km程度まで拡大した．しかし，フィリピンのレイテ島上陸時には，その差異は 0 ~ 100 

km程度となった． 

 

図-5.5 台風軌道のアンサンブル予報結果 
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図-5.6 レイテ島上陸付近における地上10mの風速分布（The NCAR Command Language, 

2016を用いて作成．上段：WSM5&YSU ケースの 7日 21時 00分・7日 23時 30分，下

段：WSM6&QNSE ケースの 7日 23時 00分・8日 01時 00分） 

 

図-5.4に，WSM5&YSUとWSM6&QNSEケースのレイテ島・サマール島への台風接近

時の風速値と風向分布を示した．台風の右半径で風速が顕著に増加していた．地球の自転に

よるコリオリ力が台風の右半径では風向と同じ方向に働くために，右半径の風速値が上昇
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した．そして，レイテ湾では台風の進行にともなって，40~60 m/sの速度を持つ風が数時間

の間に南風から北風に極端に変化した．WSM5&YSUケースでは，最大風速値は 50 m/s程

度であった． 他方，WSM6&QNSEケースでは，風速値が 50~60 m/sとなった．このケー

スでは，サンパブロ・サンペドロ湾内部では風速値が 60 m/sを超えている場所が多く存在

し，このような高風速が巨大な高潮をもたらした． 

 

 

図-5.7 地上 10mにおける最大風速値と最低海面更正気圧の関係の比較 

 

図-5.5に最大風速と最低海面更正気圧の関係を示した．そして，既往の経験式（Atkinson・

Holiday 1977；Black, 1992；Brown et al., 1992）と比較して，数値算定結果を評価した．

最低海面更正中心気圧が 940 - 925 hPaの範囲では，予報の風速値が経験式と比較して，過

大評価されているものの，包括的に経験式を囲むように相関点が描かれている．他方で，海

面更正中心気圧が 925 hPa以下の範囲では，中心気圧に対する最大風速値は，観測値から

構成した経験式と比較して過小評価している．メソ気象モデルを用いた場合の熱帯低気圧
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の算定における，最大風速の海面更正中心気圧に対する過小評価はこれまでにも Knutson 

et al.（2007）が指摘している．それらの研究においても計算格子が大きすぎるため，熱帯

低気圧の目が再現できず強度を過小評価しているとしている．実際に，台風の目の再現には

1km以下の計算格子が必要と一般的になされている（Chen et al., 2007b）．一方，レイテ

島周辺付近では計算格子が 600m にも関わらず，海面更正中心気圧を過大評価している．

これは，海面という底面境界層付近における乱流を再現することが難しいためであると考

えている．今後 LESなどを乱流スキームとして組み込んだメソ気象モデルを用いることで

解決できると考えている． 

5.5 高潮の予報結果 

 タクロバンにおける，各アンサンブルメンバーの高潮偏差を図-5.6に示す．アンサンブル

メンバーの高潮偏差は，タクロバンにおいても台風の強度と進路と関係があった．そして，

アンサンブルメンバーの間において高潮偏差の値に差異がみられた．そのため，以下 3 ケ

ースを設定した．ケース①：従来のアンサンブルの高潮予報の研究で行われている

（Flowerdew et al., 2010など），平均値を算出するケース．ケース②：個々のアンサンブ

ルメンバーの位相差異を操作して，最高高潮偏差を同一時刻にしたのちに平均値を算出す

るケース．ケース③：最悪シナリオ（メンバー8）を高潮の最終予報結果として用いるケー

ス．上記のケースを設定し，実用化されている高潮予報と同様に，特定地点における高潮偏

差の観測値と予報値を比較した． 

まず，レイテ島タクロバンにおける，高潮偏差の予報値と計測値（5.65m，柴山ら，2014）

を比較した．ケース①では，高潮偏差の最大値は 3.05m となり，過小評価していた．ケー

ス②においても，高潮偏差の予報結果を 4.65m と過小評価した．ケース③では，タクロバ

ンにおいて，高潮偏差の予報値を 6.44m と過大評価していたが，計測値と比較的一致して

いた．アンサンブル予報全体的に，高潮偏差を過小評価していた．高潮偏差の予報値を過小

評価した理由としては，台風軌道が気象庁推定値とは異なっていたため．台風メソ気象モデ

ルでは，台風強度を過小評価してしまうため，というような理由が考えられる．ケース①の

事例では，巨大な高潮を精度よくアンサンブルその平均値を算出することは猛烈な台風の

予報が難しいため，高潮偏差の値を過小評価する可能性がある．さらに，巨大な高潮が発生

する際には，最大高潮偏差が頂点となっている時間は短いため，高潮偏差のアンサンブル平

均値を算出することは，ピークが短い高潮偏差を過小評価することとなる．ケース②では，

最大高潮偏差の継続時間が短いことを考慮して，最大高潮偏差の位相の差異を補正した．し

かしながら，アンサンブル台風予報が過小評価されているため，高潮偏差を過小評価と指摘

できる．ケース③では，台風のアンサンブル予報の中に，観測値と比較的合致しているメン

バー 8 が存在していたため，高潮偏差の値を過小評価することなく算出
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図-5.8 タクロバンにおけるアンサンブル高潮予報の結果 

 

することが可能であった．現在の台風の予報精度を考慮すると，巨大な高潮を予報する場合

では，アンサンブル高潮の最悪シナリオを考えるべきである． 

次に，高潮の発生時間に注目する．個々のアンサンブルメンバーの高潮発生時刻には，ば

らつきがみられる．しかしながら，ケース①，②では，発生時間が 2013年 11月 8日 02：

00となっており，実際にタクロバンで高潮が発生したとされる 2013年 11月 8日 00：00

付近の時間帯と極めて近い値となっている．そのため，発生時間に関してはアンサンブル平

均を取ることで，巨大な高潮の発生時間の予報可能性を指摘できる．この理由としては，台

風の位置は，個々のアンサンブル予報値が概ね良好な値を算出できるためと推測している． 

図-5.7 にレイテ湾周辺域におけるアンサンブル高潮予報結果の 3 ケースを示す．全体的

な高潮偏差の予報結果に対してもタクロバンにおいて言及したことと同様の指摘ができる．

そして，図-5.8に最大高潮偏差の予報値と計測値を比較した．ケース①では，予報値が広範

囲にわたって過小評価していた．そして，高潮偏差の計測値が比較高いところほど，予報値

との差異が大きくなっていた（図-5.8）．ケース②では，過小評価していたものの，ケース①

とは異なり，計測値によらず予報値と計測値の差異の割合はほぼ一定であった．これは，ア

ンサンブル間の位相の差異が補正されたためである．ケース③に関しては，予報値が全体的

な傾向をとらえることができた．最大高潮偏差の空間分布に関しても，最悪のシナリオを考

慮することで，予報値と測定値の差異が少なかった． 
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図-5.9 アンサンブル高潮予報の最大高潮偏差の分布（左からケース①～③） 

 

図-5.10 最大高潮偏差の予報値と計測値の比較（左からケース①～③） 

5.6 結論 

巨大な高潮を数日前に予報することは可能であるが以下の限界がある．高潮偏差のアン

サンブル平均値を算出した場合，高潮偏差を過小評価する可能性がある．これは，猛烈な勢

力の台風を精度よく再現することが難しいことに起因する． 

最大高潮偏差の継続時間は短いため，アンサンブル平均する場合は高潮偏差の最大値に

関して，位相操作を行う必要がある．位相差異の補正には，最大高潮偏差が発生する時間の

平均値を算出する必要がある．位相操作の際の最大高潮偏差の発生時間の平均値は，現地調

査の結果とよく一致していた．そのため，アンサンブル高潮予測は巨大高潮の発生時間を予

報できる可能性がある．これは，メソ気象モデルは台風強度（中心気圧の）の算定は難しい

が，台風経路は比較的気象庁推定値と一致していることに起因すると考えられる． 

このような現状では，アンサンブル高潮予報は平均値のみを考慮した場合には，過小評価

してしまう可能性がある．そのため，常に最悪の数値予測結果も考慮することが重要である．

そのためにも，高潮の予報値として，高潮偏差と確率分布も同時に提供することで，より強

力なソフト防災対策として用いられると考えられる． 
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6.1 概要 

本章では，台風・高潮の強度を支配する大気・海洋物理場を特定し，その影響を評価した．

評価には，ARW-WRF（Skamarock et al., 2008），FVCOM（Chen et al., 2003）で構成されるシ

ンプルな One-way気象・高潮モデルを用いた．そのモデルの初期気象場に対して，IPCC AR5

の CMIP5の RCP8.5シナリオの中で，データが健全な 26の全球大気・海洋循環モデルを用

いて擬似温暖化実験を行った．本章は中村・柴山（2016）と Nakamura et al.（2017）から構

成されている． 

6.2 研究の背景 

第 3 章で述べたように，気候変動後の熱帯低気圧の挙動の変化に関する多数の研究がな

されてきた．それらの研究では，海水面温度（SST）の上昇と熱帯低気圧や高潮の強度の相

関の指摘が数多くされている（Emanuel, 1987; Knutoson et al., 2010; Karima・Mimura，2008; 

など多数）． 

熱帯低気圧の強度と SSTの正の相関は，理論的側面（Emanuel, 1987）や数値解析的側面

（Knutson et al., 2010）から数多く指摘されており，概ね統一的見解に至っている．ここで，

Emanuel（2005）は，熱帯低気圧の挙動を支配する大気・海洋物理場は，海水面温度（SST），

気温（AT），湿度（RH），250 , 850 mbの風速分布であることを指摘している．そのため，気

温や湿度などというような海水面温度以外の大気・海洋物理場の因子が，熱帯低気圧に与え

る影響も把握する必要がある．近年では，気温と台風の強度に関する研究が注目されている．

Emanuel et al.（2013）は大気成層圏と対流圏界面の温度低下が台風強度を増加させるとして

いる．さらに，Vecchi et al.（2013）は対流圏上部の気温低下が台風の強度を増加させるとし

ている．これらの研究では，対流圏と成層圏の温度低下によって，熱帯低気圧の強度が増加

するとしているが，対流圏と成層圏の温度のどちらがより支配的であるかということはわ

からない．  

地域気象モデルを用いて，熱帯低気圧の強度を直接的に評価する試みもなされている．

Wang et al.（2014）は，大気対流圏界面における気温と熱帯低気圧の強度の相関について言

及している．また，Nakamura et al.（2016）も気温上昇は海面からの潜熱上昇量を抑えるた

め台風の強度に影響を与えるとしている．しかしながら，これらの気象場においては，気温

上昇のシナリオとして，CMIP5の大気循環モデルのアンサンブル結果を用いていないため，

GCMのモデル間バイアスが含まれている可能がある． 

このように，気温と熱帯低気圧の強度の相関はよく分かっていない．そのため，異なる観

点から大気・海洋物理場の台風・高潮に対する直接的影響を評価する必要がある．また，湿
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度が台風強度に与える直接的な影響に関する研究はほとんど行われていない． 

本章では，Nakamura et al.（2016）の擬似温暖化実験を発展させて，CMIP5の大気循環モ

デルのアンサンブル結果により，気候変動後に近い大気・海洋物理場を構築して，台風・高

潮を数値算定した．そして，気候変動後に台風・高潮の強度が増加する理由に関して数値モ

デルを用いて明らかにした．最後に，個々の大気・海洋物理場が台風強度に与える影響に注

目して，結論をまとめた． なお本章の一部は中村・柴山（2016）に基づいている． 

6.3 気候変動後の大気・海洋物理場 

 

図-6.1 擬似気候変動場の構築手順の概要（中村・柴山，2016） 

 

Kimura・Kitoh（2007）を参考にして擬似温暖化場を構築した．本研究では，CMIP5（Taylor 

et al., 2012）の RCP8.5シナリオにおける出力結果が信用できると判断した GCM26モデルの

SST（海水面温度），AT（気温），RH（相対湿度）を用いて気候変動場とした（図-6.1）．こ

こでは，発散している値を提供している GCM や，不適切な数値算定結果を提供していた

GCMを排除した．そして，台風Man-yi（2013），Roke（2011），Fitow（2007）に疑似温暖化

場を与えて，数値計算を行った．具体的な擬似温暖化実験の手順を記す．①’50年，’90年ケ

ース（2006-2015 年と 2041-2060 年および 2081-2100 年の差異）の GCM の各パラメータの

差を算出する．②荷重平均法（4 か所の荷重点）を用いて，算出した各パラメータを WRF

の計算大領域（WRFの計算領域 1）の座標に変換する．③26モデルの GCM で上記手順を

行い，26 モデル間の将来変化のアンサンブル平均値を算出する．④そのアンサンブル平均

値を計算領域の気象場（再解析モデル FNL：National Center for Environmental Prediction et al., 

2000より構築）に加算して，擬似温暖化場を構築した．そのため，GCM内の大気・海洋物

理場の 3次元平面分布の変化は考慮されているが，WRFの計算領域では，大気・海洋物理
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場は一定に変化させた．また，台風Man-yi（2007），Roke（2011），Fitow（2007）の計算対

象とした台風群は，9月に発生したため，GCMの 8，9，10月の値を用いて，アンサンブル

平均値を算出した． 

日本近海（WRFの大領域 1）における SSTの上昇量を図-6.2に示す．2021-2040年，2041-

2060年，2061-2080年，2081-2100年（将来，各’30，’50，’70，’90年ケース）と，2006-2015

年（現在）の SSTの平均上昇量は，0.57 K，1.41 K，2.30 K，3.16 Kとなっていた．将来に

おける気温・湿度の変化量を図-6.3に示す．気温に関しては，’50年ケースと’90年ケースで

は， 350hPa付近で最大の変化を示しており，気温の上昇量は約 2.4 K，6.0 Kとなっていた．

また，成層圏周辺部では，GCMの気温は気候変動の進行とともに低下している．以上の傾

向は，IPCC AR2の解析結果を用いている Knutson・Tuleya（2004）と概ね同様であった．こ

のように，気候変動を想定すると，対流圏の温度上昇と成層圏の温度低下がみられた． 

気候変動の進行にともなう相対湿度の変化を図-6.3に示す．相対湿度は，以下の式（4.1）

を基に絶対湿度，気温，気圧から求めた．式（4.1）は，McPerarosn（1993）などで紹介され

ている基本的な式に近似を施して算出した．この式は，Earth Science Beta（2017）でも議論

されている． 

)
65.29

)(67.17exp(/)3.26(





T
ToTSHpRH  (4.1) 

 

図-6.2 日本近海における SSTの変化量（8，9，10月）．各期間の上昇量は 2006－2015年

との比較（中村・柴山，2016）． 
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図-6.3 日本周辺域における気温（a），相対湿度（b）の変化量（中村・柴山，2016） 

 

湿度は全体的に上昇していたが，モデル間のばらつきが大きいことがわかった．ここで，

対流圏界面付近での上昇幅が著しく大きい．これらの傾向は，Knutson・Tuleya（2004）と概

ね一致している． 

6.4 数値モデルの初期・境界条件 

計算条件の概要を示した．地図投影法には，中・高緯度域に対して最適に投影ができる

Lanbert投影法を用いた（図-6.4）．計算領域 1には，日本全域，中国の一部，朝鮮半島，フ

ィリピンの一部を含めた（図-6.4）．また，計算領域 1, 2, 3, 4の計算格子は，18 km, 6km, 1.2km, 

240 mと設定した．計算領域 3, 4では東京湾周辺領域を対象とした．計算領域 4の計算格子

では，国土地理院が提供する地形データ（国土地理院，2016）と SRTM 3（USGS，2006）に

Urban Canopy Model（Chen et al., 2011b）を用いて，大気場の計算を高解像度化した（図-6.5，

岩本ら，2014 を参照）．これらの計算格子では，2way Nest を設定し，大領域と小領域の計

算結果を逐次交換しながら数値計算を遂行した．具体的な物理方程式は以下のように設定

した．Micro Physics Schemeには，WSM6スキーム（Hong・Lim, 2006）を用いた．Cumulus 

Parameterization Options には Kain-Fritsch Scheme （Kain, 2004）を用いた．また，Planetary 

Boundary Layerには YSUスキーム（Hong et al., 2004b)を用いた．Long・short wave theoryに

は，RRTMG Short wave and Long wave Scheme（Iacono et al., 2008）を用いた．さらに，Surface 

Layerには，MM5 Similarity Scheme（Paulson 1970, Dyer・Hicks, 1970; Webb, 1970; Beljaars, 
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1995; Zhang・Anthes, 1982）を用いた．Land Surface Physicsには，Unified Noah Land Surface 

Model（Tewari et al., 2004）を用いた．また，台風Man-yiと，Rokeの海面温度条件として，

NCEPが提供する Real-time, global, sea surface temperature (RTG_SST) analysis (NCEP, 2012)を

用いた．台風Manyiの計算期間は 2013年 9月 14日 12：00～9月 17日 00:00，台風 Rokeの

計算時間は 9月 19日 12:00～9月 22日 12：00，台風 Fitowの計算時間は 2007年 9月 3日 

18：00～9月 7日 18:00とした．なお，計算時間は領域 1,2,3,4にて同一とした．そのため，

本章の台風Rokeのケースの結果は，計算領域によって計算時間を変更した中村・柴山（2016）

の結果とは異なる．しかし，台風 Rokeの軌道や中心気圧などの一部計算結果では，本章の

結果と中村・柴山（2016）の結果の間に差異はほとんどなかった．海洋モデル FVCOMの計

算領域を図-6.6に示す．計算領域は，50-200mの非構造計算格子から構築することで，概ね

港も再現した．また，計算手法としてはシンプルな静水圧モデルを用いた．  

 

図-6.4 WRFで用いた Lanbert投影法の計算格子（中村・柴山，2016） 

 

図-6.5 計算領域 4で用いた計算格子（岩本ら，2014を参考にした．中村・柴山，2016） 
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図-6.6 東京湾における非構造格子の概要（中村・柴山，2016） 

 

非構造格子有限堆積法海洋モデル FVCOMの計算条件を記す．鉛直層は 10層で構成され

ており，非構造格子の一辺は 50-100 mと設定した．粗度係数（Surface Roughness Length）は

初期値である 0.001を用いた．境界条件には天文潮汐は設定していない．高潮の発生時間は，

数値計算のケースによって異なる．天文潮汐は，高潮の発生時間と非線形的に干渉するため，

高潮偏差の影響を考える場合には，天文潮汐は不必要である．水深の値としては，内閣府の

提供する防災対策会議の 50mメッシュ地形を用いた． 

 台風・高潮強度を支配する大気・海洋物理場を特定するために，海水面温度（SST）の上

昇のみ，SST & 気温（AT）の変化，ATの変化，RHの変化のみを考慮した，4つのシナリ

オ（以降，SST，SST & AT，AT，RHシナリオとする）を設定した． 

東京検潮所 
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6.5 計算結果 

6.5.1 現在気候条件の計算結果 

台風軌道の計算値と気象庁推定値を比較した（図-6.7）．台風Man-yiでは，その計算値と

気象庁推定値は比較的一致していた．本州上陸後には 2 時間ほどの時系列の差異があった

ものの，その経路の差異は約 10-20 km程であり，観測値とよく一致していた．次に，台風

Rokeにおいても，2時間ほどの時間の差異があったものの，台風軌道に関しては，10km以

下であった．他方，台風 Fitow では台風の上陸後に経路の差異が徐々に大きくなっていた．

熱帯低気圧の数値計算では，陸域に上陸後は計算精度が低下することが指摘されている（例

えば，Tasnim et al, 2014）．また，数値計算を行う熱帯低気圧が近年であるほど，その計算結

果の精度が高いと思われる．これは，気象境界条件として用いる再解析データ FNLの精度

が，データ同化・観測技術が年々改良されることにともなって，より現実に近い数値算定結

果を算出できるようになったためでないかと予想している． 

計算開始時点では，中心気圧を過小評価していた．これは，一般的な気象場計算の問題と

して挙げられる熱帯性低気圧の初期気象構築設定の難しさ（例えば，Lin et al. 2011；Tasnim 

et al., 2014；Mori et al., 2014；Nakamura et al., 2016）と同様に，台風の初期状態を理想化しす

ぎていること（例えば，台風の初期状態は同心円として気象モデルに与えられるが，実際は

同心円のような理想的な形状ではない）に起因すると思われる．この問題の解決には，これ

まで多くの研究者が独自の熱帯低気圧の初期数値モデルを提案している（例えば，Kurihara 

et al., 1993）が，それらを用いたとしても，台風の計算精度を上昇させることが難しいとい

うようなこともあり（Nakamura et al., 2016），技術的な難しい問題として認識している． 

次に，江戸川臨海部において風速の絶対値の計算値と観測値を比較した（図-6.8）．江戸川

臨海部の観測点は，海抜 6mに位置しているため，10mの位置における風速の数値計算結果

を以下の式を用いて変換して，数値計算結果を海抜 6mに変換して比較した． 

)(
Zg
ZVgVz   (4.2) 

 

ここに，α：陸域形状により決定される係数=0.27，Z，Zg：標高(m)，Vz：標高 z (m)におけ

る風速，Vg：標高 g(m)における風速． 

台風 Fitowのケースにおいては，相関係数は 0.933となり，比較的高い値となった．他方

の，台風Manyiと Rokeのケースでは，相関係数は 0.673，0.801となった．これは，先述し

た台風の経路差異に伴うものである．実際に，時間を補正すると相関係数は 0.853（計算値

を 2時間後ろへ補正後）と 0.903（計算値を 2時間前へ補正後）となった．このように，風

速値の絶対値の計算値と観測値間の相関係数は改善された．この理由として，計算領域 4で

は，計算領域に高解像度地形を用いていること，都市気象場の計算スキームに Urban Canopy 
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Modelを用いていることが考えられる．そのため，地形の解像度を上昇させて，計算格子を

細かくすることで，台風の中心気圧の再現精度は上昇すると考えられる． 

 

 

図-6.7 台風の軌道の計算値と気象庁推定値の比較（上段左：台風 Manyi，上段右：台風

Roke，下段：台風 Fitowのケース．Nakamura et al., 2017） 
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図-6.8 風速の絶対値の比較（各値はそれぞれの観測地点の標高に換算．上段より台風

Manyi，Roke，Fitowのケース．Nakamura et al., 2017） 
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図-6.9 各ケースの最大高潮偏差の比較（上段左：台風Manyi，上段右：台風 Roke，下段：

台風 Fitowのケース） 

 

各ケースの高潮偏差の比較した（図-6.9）．東京湾内部では横浜，東京港周辺，船橋周辺

で顕著な高潮偏差が得られた．これらの地点においては，高潮に伴う都市地域への浸水の

危険性が認識されており（神奈川県庁他，2004），2004年には防潮堤の高潮計画高が変更

された地域であった．また，台風 ROKEのケースでは，東京検潮所における高潮偏差は，

116 cmとなり，観測値の 119 cmとよく一致している．台風Manyiと Fitowのケースで

は，東京検潮所の高潮偏差は，66 cm，132 cmとなり，観測値の 68 cm，107 cmと比較的

一致している．比較的一致している理由としては，都市地域の計算格子を 240 mと高解像

度に設定したこと，非構造格子 FVCOMの計算格子を最小 50-100 mで設定し，高解像度化
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を施したことが考えられる．台風Manyi，Roke，Fitowのケースでは最大高潮偏差の誤差

は，それぞれ 2.9 %，2.5 %，23.4 %となった． 

 

6.5.2 将来気候条件の計算結果 

擬似温暖化場を用いて算定した，台風の海面更正中心気圧の数値算定結果を示す（図-

6.10）．台風 Rokeの場合における，最低海面更正中心気圧は SSTシナリオの場合におい

て，933 hPa（'50年ケース），909 hPa（'90年ケース）となった．ここで，再解析結果を用

いた数値計算結果の 955 hPaと比較すると中心気圧の上昇が SSTシナリオでは上昇してい

た．これは，Emanuel（1987）や Knutson et al.（2010）を始めとする海水面温度が上昇する

と台風強度が増加するという多数の研究結果とよく一致する．次に，SST&ATシナリオに

おける最低海面更正中心気圧は，948 hPa（'50年ケース）と 933 hPa（'90年ケース）とな

っており，SSTシナリオと比較して海面補正中心気圧が低下している．更に，ATシナリオ

の最低海面補正中心気圧は，967 hPa（'50年ケース）と 973 hPa（'90年ケース）となって

おり，現在気候の数値計算結果と比較して，台風の中心気圧の増加（台風強度の低下）が

みられる．このような傾向は，他の台風のManyiや Fitowの数値算定結果のケースにおい

ても，同様であった．これらの結果より明らかに，気温の上昇は台風の強度を低下させる

働きがあった．また，RHシナリオでは，海面補正中心気圧は現在気候の場合と差異は少

なくなり，地球温暖化後の相対湿度の変化は台風の強度に与える影響は，気温や海水面温

度と比較して相対的に少ないことが分かった． 

ここで，熱帯低気圧の変化に重要な働きを与える（例えば，Chen et al., 2014b）潜熱フラ

ックス（Latent Heat Flux）の最大値を各シナリオ間で評価した（図-6.11）．台風 ROKEの

結果を評価した．最初に SSTシナリオにおいて，最大潜熱フラックスの値が顕著に高くな

っていた．そのため，潜熱フラックスの上昇によって，台風の強度増加がみられる結果に

なった．更に，SST&ATシナリオでは，SSTシナリオと比較して，潜熱フラックスの値が

低くなっている．更に，ATシナリオにおいては，潜熱フラックスの値は現在気候の結果と

比較して低くなった．そのため，気温の上昇は，潜熱フラックスの値を低下させる働きが

あることがわかった．さらに，RHシナリオでは，現在気候の計算結果と比較して，差異

が相対的に少ない．同様の傾向は，他の台風のManyiや Fitowの数値算定結果のケースに

おいてもいえる．ここで，各シナリオの計算開始後数時間の結果を比較する．計算開始後

数時間後においては，台風強度の変化はみられにくい．そのため，潜熱フラックスの変化

は大気・海洋物理場の変化に伴い変化したと考えらえる．そのため，台風の強度変化に対

しては，①：大気海洋物理場が変化する．②：台風強度に影響を与える因子である僭越フ

ラックスの値が変化する．③：台風の強度が変化する．といった順序によって，大気物理

環境場が台風強度に変化を与えることを確認した． 
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図-6.10 各シナリオの台風の海面更正中心気圧の時間変化（上から下にかけて順に，台風

Man-yi，Roke，Fitowのケース．Nakamura et al., 2017） 
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図-6.11 各シナリオの最大潜熱量の比較（上から下にかけて順に，台風 Man-yi，Roke，

Fitowのケース．Nakamura et al., 2017） 
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図-6.12 各シナリオの台風軌道の比較（左上，右上，下へ順に，台風Man-yi，Roke，Fitow

のケース．Nakamura et al., 2017） 

 

台風経路は各シナリオ間で異なっていた（図-6.12）．台風Man-yiのケースでは，台風軌道

はほぼ変化がみられなかったが，SSTシナリオ’90年ケースにおいて，台風軌道が著しく変

化していた．また，台風 Rokeのケースでは，各台風軌道は 100 km以内の範囲にとどまっ

ている．しかし，ATシナリオの’90年ケースにおいて，台風軌道がより東京湾に近くなって

いた．台風 Fitowのケースにおいては，各シナリオ間の経路のばらつきが大きく，最大で 150 

km程の差異がある結果になった．この中でも，ATシナリオ’50年ケースにおいては，台風

の経路が極端に東京湾に近づいており，その経路変化による高潮偏差への影響が大きくな

ったと考えられた．このように大気・海洋物理場における変化は，台風軌道の変化を与える

ことを確認したが，その変化を比較しても，一貫した傾向はみられなかった． 
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図-6.13 各シナリオの東京検潮所における高潮偏差の比較（左列は’50年ケース，右列は’

90年ケース．上段から下段にかけて順に，台風Man-yi，Roke，Fitowのケース） 

 

東京検潮所における高潮偏差の比較した（図-6.13）．全てのケースで共通して，ほぼ台

風の強度変化と，高潮偏差の強度変化に正の相関関係がみられたが，一部台風の経路変化

に伴って，高潮偏差の値が極端に変化した．例えば，台風 Fitowの ATシナリオ’50年ケー

スにおいては，台風軌道が東京湾に近づきすぎたため，東京検潮所における高潮偏差が極

端に小さくなった．これは，台風の風速が減少する中心付近が東京湾を通過したためであ
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ると推察できた．他にも，全体的に’50年ケースが’90年ケースよりも高潮偏差が小さくな

ったが，これも経路変化によるものであると考えられる． 

6.6 考察 

本研究で得られた結果について既往研究と比較して考察する．先述したように，SSTの

上昇が台風強度に与える影響に関しては，これまでも多数議論されており，既往研究と合

致していた．ここでは，気温が台風に与える影響の結果を，既往研究と比較して，本研究

の結果の位置づけを明確にする．Emanuel et al.（2013）は大気成層圏の気温変化が熱帯低

気圧に与える影響を議論した．ここで，成層圏の気温低下は台風強度を増加させると言及

している．また，Vecchi et al.（2013）は大気対流圏の温度低下は台風の強度増加を引き起

こすことを示している．本研究では，対流圏の気温上昇と成層圏の気温低下の両方を考慮

して，気温の鉛直構造が台風強度に与える影響を評価している．そして，気候変動を模擬

したこの気温の変化が台風の強度を弱めることについて言及している．本研究で用いてい

る気温の変化は，成層圏における気温低下と対流圏における気温上昇である（図-6.3）．そ

の大気・物理環境場では，台風強度が低下していたことから，対流圏における気温上昇が

台風強度を弱めた可能性があると推察できる（Emanuel et al., 2013によると成層圏の温度

低下は台風強度を増加させるため）．そのため，対流圏の温度変化が台風の強度変化に対

してより支配的であることが推察できる．更に，既往の研究（Emanuel et al., 2013; Wang et 

al, 2014）では気温の変化が与える対流量の変化についても言及している．他方で，本研究

では気温が上昇すると海面からの潜熱フラックスが低下して，台風の強度が減少すること

が明らかになった． 

最後に，SST&ATシナリオ，SSTシナリオ，現在気候を相互比較する．SST&ATシナリ

オにおける台風強度は，SSTシナリオの台風強度より減少している．他方で，SST&ATシ

ナリオでは，現在気候のケースと比較して，台風強度が増加している．これは，地球温暖

化後に予想されている台風強度の増加に近いと考えられる．さらに，d4PDF（多重アンサ

ンブルデータベース）を用いた全球大気循環モデル結果（森ら，2016）における台風の強

度増加に近い．そのため，熱帯低気圧気温が与える海面からの潜熱上昇量の低下による台

風の強度低下が，海水面温度の増加による潜熱フラックスの上昇量の増加による台風の強

度上昇が，下回るため台風強度が将来増加する傾向にあるという指摘ができる．さらに，

台風強度が増加すると高潮の潜在的強度も増加することから，気候変動下における潜在的

高潮強度に関しても，ほぼ同様のことが指摘できる． 

なお，擬似温暖化手法用いた各シナリオ間では，比較的台風軌道の差異が他の研究

（Takemi et al., 2016；二宮ら，2016）と比較して小さくなっている．この理由の一つとし

ては，台風が比較的成長状態を初期条件として疑似温暖化実験を行ったためであると推測
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している． 

6.7 結論 

本研究から得られた結論を簡潔に列挙する．気温上昇は台風・高潮の強度低下をもたら

すことに関して数値気象モデルを用いて確かめた．そして，その強度の変化にかかわる重

要な因子として，大気・海面間の潜熱フラックスの変化を指摘した． 

気候変動後に想定される相対湿度の変化が，台風強度に与える直接的影響は，海水面温

度や気温と比較して，相対的に少ないという事を擬似温暖化場において確認した． 

台風・高潮強度が増加する大気・海洋物理環境場は，気温が低く，海水面温度が高い場

合ということを潜熱フラックスの最大値の変化に注目して指摘した． 

気候変動後の台風・高潮の潜在的強度が増加する原因の一つとして，気温が与える海面

からの潜熱量の低下にともなう台風の強度低下が，海水面温度の増加による潜熱フラック

スの上昇量の増加にともなう台風の強度上昇が下回るという事を指摘した． 
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7.1 概要と研究背景 

防潮堤の計画高の高潮成分の評価法，および，気候変動を考慮した将来の高潮計画高さの

提案を本項で検討する．具体的には，第 5章で算出した 4シナリオ（SST, SST&AT, AT, RH）

×3台風（Manyi, Roke, Fitow）×2ケース（’50年，’90年ケース）における高度 10mの位置

における風速値と高潮偏差の値を用いて，相関係数を求めた．この際には，各地点における

高潮偏差を支配する風向きも評価した．気候変動後の高潮偏差を決定するために必要な研

究は気象学者と土木工学が個別に評価することが多い．具体的には，気象学の研究者が気候

変動後の熱帯低気圧を評価したのち，土木工学の研究者が気候変動後の防潮堤の高さの決

定に資する研究を行うといった具合である．そのため，気候変動後の熱帯低気圧と高潮に関

する最先端の研究を結合させることは難しく，世界的にみても研究が縦割りで行われてき

ている．この状況を打開すべく，近年気象学者と土木工学の学者が共同で将来の防潮堤の高

潮高さを決定する試みが日本やアメリカで行われている．日本においては，地球温暖化対策

に資するアンサンブル気候予測データベース（d4PDF）が作成されて，土木工学への応用が

期待されている．アメリカ合衆国においては，Lin et al.（2012；2014）などは，Emanuel（2008）

の synthetic tropical cycloneモデルを用いて，気候変動後の高潮偏差を評価している． 

しかしながら，気候変動後の熱帯低気圧の傾向に関しては，IPCCのシナリオや気象モデ

ルの更新に伴い，熱帯低気圧の将来の強度や頻度が変化している（例えば，Knutson・Tuleya，

2004；Tsuboki et al., 2015）．そのため，気候変動シナリオに対応可能なシンプルな高潮計画

高さを決定可能なモデルを構築することは，今後更新されるであろうシナリオに適切に対

応し続けることができる．本章では，熱帯低気圧の強度の更新を考慮することが可能な高潮

計画高を算出するモデルを構築し，Tsuboki et al.（2015）をもとにして，東京湾における将

来の高潮計画高を算出可能なシンプルな考え方を提案することを目的とした．また，対象地

点は，東京検潮所（139.6502º, 39.6502º）, 船橋（139.982º, 35.6808º）及び横浜（139.64
º, 35.4694º）とした（図-7.1）． 
更に， RCP 8.5シナリオにおける海面上昇を近年の研究（例えば，Kopp et al., 2014）

を参考にして，高潮防潮堤天板高さの決定に資する考察をした．なお本章の一部は

Nakamura et al.（2017）に基づいている． 
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図-7.1 東京検潮所，横浜，船橋における風向の表示（地図：国土地理院，2016，Nakamura 

et al., 2017） 

7.2 風速値と高潮偏差の相関関係 

東京検潮所における高度 10m の角度 140º~ 170ºの風速成分と高潮偏差の相関関係を図-

7.2に示した．風速成分と高潮偏差の決定係数（R2）は，0.7634（140º），0.8394（150º），0.8691

（160º），0.8427（170º）であった．これより，角度 160ºの風速成分が最も東京検潮所で発

生する高潮偏差を支配している．次に，船橋における高度 10mの風速の成分（180º~ 210º）

と高潮偏差の相関関係を図-7.3に示した．風速成分と高潮偏差の決定係数（R2）は，0.8982

（180º），0.9341（190º），0.9415（200º），0.9229（210º）．であった．これより，角度 200º

の風速成分が最も船橋地域で発生する高潮偏差を支配していた．そして，横浜における高度

10mの風速の成分（180º~ 210º）と高潮偏差の相関関係を図-7.4に示した．風速成分と高潮

偏差の決定係数（R2）は，0.798（110º），0.8419（120º），0.8286（130º），0.7513（140º）．

であった．これより，角度 200ºの風速成分が最も船橋地域で発生する高潮偏差を支配して

いる．ここで，横浜における決定係数が他の 2地域と比較して想定的に低くなっていた．こ

れは，横浜を含む計算格子が 1.2km と東京検潮所と船橋を含む計算領域の格子（240m）よ

りも広くなっており，風速の再現精度が相対的に低いためと考えられる． 
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図-7.2 東京検潮所における高度 10mの風速の成分（140º~ 170º）と高潮偏差 

 

図-7.3 船橋における高度 10mの風速の成分（180º~ 210º）と高潮偏差 

 

図-7.4 横浜における高度 10mの風速の成分（110º~ 140º）と高潮偏差 
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7.3 気候変動後の高潮計画高さに関する考察 

ある地域において発生する高潮偏差に支配的な風向きを基に，防潮堤の高潮計画高につい

て考察した．そのために，2次の多項式近似を高潮偏差と風速に関して行い，現在の防潮堤

を評価した（図-7.5, 7.6）．まず，東京検潮所付近における防潮堤の高潮偏差を評価した．東

京検潮所付近には，高潮偏差の計画高さが 3mと設定されていた．そのため，近似直線によ

ると，48.9 m/s 以上の風速（角度成分：160º）が発生した場合に，防潮堤の高さを上回る高

潮が発生する可能性があった．ここで，Tsuboki et al.（2015）は 21世紀最後（2074 year –2087 

year）の日本近海の台風強度は，その最大風速が 74 m/sから 88 m/sの約 18%増加するとし

ている．また，平均風速は 53 m/sから 61 m/sの約 15%増加するとしている．そのため，気

候変動後の風速の増加を考慮すると，同程度の高潮偏差から防潮堤背後を防護するために

は，56.2 ~ 57.7 m/sの風速（角度成分：160º）による高潮の発生を防ぐ必要がある．ここで，

56.2 ~ 57.7 m/sの風速（角度成分：160º）に対する高潮計画高さは，3.89 mと 4.08 mである．

このため，気候変動を考慮した場合，0.89 m ~ 1.08 mの高潮計画高の増加が同程度の高潮の

侵入を防ぐために必要である．更に，Kopp et al.（2016）によると，21世紀最後の全球規模

における RCP 8.5シナリオの海面上昇は 0.59 – 1.05 m（Kopp et al., 2014），0.53 – 0.97 m（AR5 

Assessment; Church et al., 2013），0.62 – 0.100 m（Kopp et al., 2016），0.70 – 1.20 m（Horton et 

al., 2014）（17% - 83%の確率範囲）である．地球規模での海面上昇を考慮すると，現在の 3m

の計画高さから 4.32 – 5.28 mの高さに変更する必要がある．同様の手法を横浜と船橋に
適用すると，現在の 3.3mから 5.15 – 6.03 m（横浜），現在の 1.8mから 2.87 – 3.65 mへ
変更する必要があることがわかった． 

 

図-7.5 東京検潮所付近における防潮堤の高潮偏差の将来の計画値 
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図-7.6 船橋（左）・横浜（右）付近における防潮堤の高潮偏差の将来の計画値 
 

7.4 結論 

本項では，高潮偏差を支配する風向を特定する手法と，気候変動後の高潮計画高を風速と

高潮偏差の関係から導くという新しい手法を提案した．高潮偏差を支配する風向を特定す

る方法は，高潮偏差と風速の相関の度合いを示す決定係数に注目している． 

本研究では決定係数を求めるために，2次関数を用いた．これは，多次元関数のなかでは，

2次関数を用いた場合にて相関係数が比較的高い値となったためである．ここで，風速―高

潮偏差の相関を求めた既往研究（Lin et al., 2010）では，3次関数を用いており，本研究とは

異なっている．しかしながら，サンプル数が異なるので一概には比較できないが，Lin et al.

（2010）が算出した決定係数は 0.7前後程度と本研究よりも低い値となっており，高潮偏差

と風速値の決定係数は 2 次関数を用いて算出可能である．決定係数の値の高さからもわか

るように，決定係数が高い風速-高潮偏差の 2 次関数の近似直線から外れている値は少なか

った．以上のことから，高潮偏差と風速値の相関を求める際には，2次関数を用いることが

できると考えられる． 

気候変動後の防潮堤の計画高さに資する考察した．これまでの研究では，気象モデルの値

をそのまま海洋モデルの外力条件として，将来の高潮偏差を求められてきた．しかし，この

手法は膨大な計算資源を必要とするため，発展途上国などの防災に投資する資金が少ない

国では，行うことは難しい．一方で，風速と高潮偏差の関係に注目することにより，ある地

点における風速の概要を求めることにより，将来の防潮堤の計画高さを求めることが可能

であると考えている．そのため，気候変動シナリオが変化する際にも，逐一高潮計算をする

ことなく，気候変動シナリオ間の極端気候現象の風速の値の変化に注目するだけで，将来の

防潮堤高さを決定することが可能となる．  
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本研究では，高潮災害の現地調査を整理して，その災害素因を特定した．そして，数値

算定モデルを用いて，気象・高潮のソフト防災対策を提案した．さらに，擬似温暖化実験

を用いて，台風・高潮の強度を支配する大気・海洋物理場を特定した．最後に，気候変動

後を想定した防潮堤の簡便な評価手法を提案した．以上の研究結果に基づいた結論を記

す． 

 

1）高潮災害の災害素因の解明・被害地域の脆弱性の評価 

高潮浸水被害が発生した地域において，数値解析と現地調査を実施し，いくつかの災害

素因を明らかにした．2013年フィリピンの高潮浸水被害では，高流速場と波浪場が共存し

ていることで，建造物への被害が拡大した．その際に，建造物の破片が漂流物として流さ

れて，建造物へのさらなる被害拡大や避難中の人々を巻き込むというような，深刻な高潮

浸水被害を引き起こした．また，高潮段波を引き起こしたとされる急激な水位の変動も再

現した．このほかにも，タクロバンの住民が有する高潮災害に関する知識が乏しかったこ

とが挙げられている．フィリピンの高潮被害は社会的，地形的，気象的な複数の災害素因

が重複してみられるという稀有な特徴をもつ沿岸域災害であった． 

2014年の根室の高潮浸水被害では，フィリピンの高潮災害とは被害の諸相が異なってい

た．海岸線付近から根室の市街地にかけて地盤標高が低下していた．また，低気圧が根室

に接近した際には，東風が吹いて北海道東沿岸域の海面が上昇した．次に，低気圧が国後

島付近で停滞したさいには，根室市周辺海域では強い北風が吹いて海水面が上昇した．こ

のように，地形的・気象的災害素因が重なって，高潮浸水被害が発生した．以上のよう

に，高潮が発生する地域の地形的特性，地域の人間の社会的背景，極端気候システムの急

速発達といった複数の災害素因が重なることで，高潮の浸水被害が拡大していた． 

 

2）気候変動下における台風・高潮強度の把握 

IPCC 第 5 次作業部会 RCP 8.5シナリオを用いて，擬似温暖化場を構築した．その擬似

温暖化場を用いて，台風や高潮の強度を直接的に支配する大気・海洋物理場を特定・評価し

た．まず，海水面温度が台風の発達を促すことを確認した．これは多くの既往研究と合致し

ている．次に，気候変動後の気温の変化（成層圏では気温低下；対流圏では気温上昇）は，

台風の強度を弱めることを指摘した．既往の研究を考慮すると，対流圏における気温は，成

層圏における気温と比較すると，熱帯低気圧の強度をより強く支配していることがわかっ

た．海水面温度や気温が台風強度に影響を与える場合には，潜熱フラックスが重要な働きを

担っていた．また，海水面温度の増加による潜熱フラックスの上昇量の増加にともなう台風

の強度上昇が，気温の上昇により海面からの潜熱量フラックスの低下にともなう台風の強

度低下を上回る場合があるため，気候変動後に熱帯低気圧や高潮の強度が増加する場合が

あることを新たに指摘した．ここで，気候変動後に予想されている湿度の上昇が，熱帯低気
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圧や高潮の強度に与える影響は，気温や海水面温度と比較して，相対的に小さいこともわか

った． 

 

3）数値高潮モデルの開発と評価・新しい高潮対策手法の提案 

高潮に対するソフト沿岸域災害対策手法として，アンサンブル高潮予報を評価した．ア

ンサンブル高潮予報手法は一定の予報精度は有していた．しかし，メソ気象モデル

（ARW- WRF）が台風の中心気圧を高めに評価（強度の過小評価）した結果，高潮偏差の

予報値は過小評価となった．その一方で，アンサンブルメンバーの中には，台風の強度を

正確に予報することに成功し，高潮偏差が痕跡高と近いケースも存在した．全予報結果の

中でこのケースは，高潮最大偏差を予報していた．よって，アンサンブル高潮予報を沿岸

防災手法として用いるさいには，アンサンブルメンバーにおける高潮最大偏差の最悪シナ

リオを考慮すべきである．このように，巨大な高潮を対象とした場合には，高潮最大偏差

の最悪シナリオを予報結果として用いることが，ソフト防災対策としては有効である． 

 先進諸国が検討している気候変動後の防潮堤の計画高さを簡便に評価する手法を提案し

た．この方法では，数値計算結果を用いることで，風速値と高潮偏差の相関関係を把握す

ることができる．また，ある特定地点において高潮偏差を支配する風向も特定できる．こ

こでは，他の既往研究で明らかになった気候変動後の熱帯低気圧の風速の増加率を用い

て，気候変動後の防潮堤の想定高潮高を簡便に求めた．さらに，予想されている海面上昇

幅を加算することで，将来における防潮堤の計画高さの算定方法を提案した．  
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2. Nakamura, R., Shibayama, T., Esteban, M. and Iwamoto, T.: Future Typhoon and Storm Surges 

under Different Global Warming Scenarios: Case Study of Typhoon Haiyan (2013), Natural 

Hazards 82(3), pp.1645-1681, 2016. 

3. Mikami, T., Shibayama, T., Takagi, H., Matsumaru, R., Esteban, M., Thao, N. D., de Leon, M., 

Valenzuela, V. P., Oyama, T., Nakamura, R., Kumagai, K. and Li, S.: Storm Surge Heights and 

Damage Caused by the 2013 Typhoon Haiyan along the Leyte Gulf Coast, Coastal Engineering 

Journal 58, 1640005, 2016. 

4. Takagi, H., Li, S., de Leon, M., Esteban, M., Mikami, T., Matsumaru, R., Shibayama, T. and 

Nakamura, R.: Storm Surge and Evacuation in Urban Areas during the Peak of a Storm, Coastal 

Engineering 108, pp.1-9, 2016. 

5. Takagi, H., Esteban, M., Shibayama, T., Mikami, T., Matsumaru, R., Leon, M. D., Thao, N. D., 

Oyama, T. and Nakamura, R.: Track analysis, simulation, and field survey of the 2013 Typhoon 

Haiyan storm surge, Journal of Flood Risk Management, 2015. (doi: 10.1111/jfr3.12136) 

6. Esteban, M., Valenzuela, V. P. Yun, N. Y., Mikami, T., Shibayama, T., Matsumaru, R., Takagi, H., 

Thao, N. D., De Leon, M., Oyama, T. and Nakamura, R.: Typhoon Haiyan 2013 Evacuation 

Preparations and Awareness, International Journal of Sustainable Future for Human Security 

3(1), pp.37-45, 2015. 

7. Tasnim, K. M., Shibayama, T., Esteban, M., Takagi, H., Ohira, K. and Nakamura, R.: Field 

observation and numerical simulation of past and future storm surges in the Bay of Bengal: case 

study of cyclone Nargis, Natural Hazards., 75(2), pp.1619-1647, 2014. 

【論文】国内学術誌［査読有］ 

1. 中村亮太，柴山知也：台風・高潮強度を支配する大気・海洋物理環境場の特定とその影響評価，土木

学会論文集 B2（海岸工学），Vol.72，No.2，pp.I_1495-I_1500，2016． 

2. 大矢淳，柴山知也，中村亮太，岩本匠夢：東京湾における沿岸域災害対策の費用便益分析，土木学会

論文集 B3（海洋開発），Vol.72，No.2，pp.I_880-I_885，2016． 

3. 中村亮太，岩本拓夢，柴山知也，三上貴仁，松葉俊哉，Martin MAELL，舘小路晃史，田野倉祐介：

2014年 12月に北海道で発生した温帯低気圧による根室の高潮被害の現地調査と発生機構の解明，土

木学会論文集 B3（海洋開発），Vol. 71，No. 2，pp.I_31-I_36，2015． 
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4. 中村亮太，大山剛弘，柴山知也，松丸亮，高木泰士，Miguel Esteban，三上貴仁：Typhoon Yolanda

によるフィリピンの高潮被災と現地調査の比較，土木学会論文集 B2（海岸工学），Vol.70，No.2，

pp.I_236-I_240，2014． 

5. 岩本匠夢，中村亮太，大山剛弘，水上亮，柴山知也：気象-高潮-潮汐 結合モデルを用いた東京湾にお

ける RCP8.5シナリオ化での高潮予測，土木学会論文集 B2（海岸工学），Vol.70，No.2，pp.I_1261-

I_1265，2014． 

6. 高木泰士，三上貴仁，柴山知也，松丸亮，Mario P. de Leon，Esteban Miguel，Nguyen Danh Thao，

中村亮太：2013年台風 Yolanda（Haiyan）の統計的分析および高潮の調査と数値解析，土木学会論

文集 B3（海洋開発），Vol.70，No.2，pp.I_1206-I_1211，2014． 

7. 柴山知也，松丸 亮，高木泰士，Mario P. de Leon，Esteban Miguel，三上貴仁，大山剛弘，中村亮

太：2013年台風 Yolanda（Haiyan）による高潮災害の調査と分析，土木学会論文集 B3（海洋開発），

Vol.70，No.2，pp.I_1212-I_1217，2014．  

 

【講演】国際会議［概要書の査読有］（international conference with peer reviews in abstract） 

1. Mäll, M., Kul, A., Nakamura, R., Shibayama, T. and Suursaar, U.: Modelling storm surge 

conditions under future climate scenarios: A Case Study of 2005 january storm Gudrun in Pärnu, 

Estonia, the 35th International Conference on Coastal Engineering, Istanbul, Turkey, November, 

2016. (Presented by Mäll, M.) 

2. Nakamura, R. and Shibayama, T.: Ensemble forecast and assessment of extreme storm surge: a 

case study of 2013 typhoon Haiyan, the 35th International Conference on Coastal Engineering, 

Istanbul, Turkey, November 2016. (Presented by Nakamura, R.) 

3. Soltanpour, M., Shamsunia, H., Shibayama, T., Nakamura, R. and Tatekouji, A.: An 

experimental study of wave-induced particle velocities in fluid mud layer, the 35th International 

Conference on Coastal Engineering, Istanbul, Turkey, November 2016. (Presented by Soltanpour, 

M.) 

4. Tatekouji, A., Nakamura, R. and Shibayama, T.: Influence of Historical Bathymetric Changes 

due to Urbanization on the Vulnerability of Storm Surge in Tokyo Bay, the 35th International 

Conference on Coastal Engineering, Istanbul, Turkey, November 2016. (Presented by Tatekouji, 

A.) 

5. Nakamura, R. and Shibayama, T.: A numerical experiment of super-typhoon and extreme storm 

surge under RCP 4.5 and RCP 8.5 scenarios, Proceedings of the 9th International Conference on 

Coastal and Port Engineering in Developing Countries (COPEDEC), Rio de Janeiro, Brazil, 

October, 2016. [http://www.gapcongressos.com.br/trabalhos/z0167/20151130270_full.pdf] 

6. Shamsnia, S. Soltanpour, M., Shibayama, T., Nakamura, R. and Tatekoji, A.: A Laboratory Study 

on Mud Transport Induced by Solitary Wave, Proceedings of the 6th International Conference on 
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the Application of Physical Modelling in Coastal and Port Engineering and Science (Coastlab16), 

University of Ottawa, May, 2016. 

[http://rdio.rdc.uottawa.ca/publications/coastlab16/coastlab15.pdf] 

7. Nakamura, R., Oyama, T., Shibayama, T., Esteban, M. and Takagi, H.: Evaluation of Storm 

Surge Caused by Typhoon Yolanda (2013) and Using Weather - Storm Surge - Wave - Tide Model, 

the 8th International Conference on Asian and Pacific Coasts (APAC), IIT Madras, Chennai, 

India, September, 2015. (Procedia Engineering, 116, 373-380) 

8. Tasnim, K. M., Ohira, K., Shibayama, T., Esteban, M. and Nakamura, R.: Numerical Simulation 

of Cyclonic Storm Surges over the Bay of Bengal Using a Meteorology-Wave-Surge-Tide Coupled 

Model, Proceedings of the 34th International Conference on Coastal Engineering (ICCE), Seoul, 

Korea, June, 2014. [doi: http://dx.doi.org/10.9753/icce.v34.currents.26] 

 

【講演】国内会議［査読無］ 

1. 西崎晋作，柴山知也，中村亮太：気象・波浪結合モデルを使用した 2013 年台風 26 号における波

浪の再現と地球温暖化後の波浪の評価，平成 28年度日本沿岸域学会，高知工科大学，2016年 7

月．（講演者：西崎晋作） 

2. 舘小路晃史，柴山知也，中村亮太：気象-海洋-潮汐統合モデルを用いた大正 6年東京湾高潮の再現，

平成 27年度日本沿岸域学会，茨城大学，2015年 7月．（講演者：舘小路晃史） 

3. 中村亮太，柴山知也，大平幸一郎，大山剛弘：気象-高潮-波浪-潮汐統合モデルを用いた地球温暖化

後の東京湾と駿河湾の高潮の評価，平成 25年度日本沿岸域学会，大阪市立大学，2013年 7月．（講

演者：中村亮太） 

 

【講演】招待講演［査読無］ 

12. Nakamura, R.: 3-4 Days Forecasts Storm Surge Invoked by Typhoon Yolanda (2013) using with 

Satellite Observation Data in Typhoon Simulation, International Symposium on One Year After 

Yolanda: Findings and Discussions for the Future, De La Salle University, Manila, Philippines, 

October 2014. 

 

【著書】 

1. Takagi, H., de Leon, M., Esteban, M., Mikami, T. and Nakamura, R.: Storm Surge Due to 2013 

Typhoon Yolanda (Haiyan) in Leyte Gulf, the Philippines. Chapter 8, Handbook of Coastal 

Disaster Mitigation for Engineers and Planners. ELSEVIER, 2015. 
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